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栃
木
で
役
員
会
開
催

開
拓
中
央
三
団
体

農
水
省
は
１１
月
５
日
、
食

料
・
農
業
・
農
村
政
策
審
議

会
食
糧
部
会
を
開
き
、
２１
年

産
の
主
食
用
米
の
需
給
見
通

し
や
、
需
要
に
見
合
っ
た
適

正
生
産
量
な
ど
の
基
本
指
針

の
変
更
（
案
）
を
示
し
、
了

承
さ
れ
た
。
２０
年
産
の
作
況

指
数
の
低
下
な
ど
を
踏
ま

え
、
２１
年
産
の
適
正
生
産
量

は
、
１０
月
に
示
し
た
６
７
９

万
㌧
か
ら
６
９
３
万
㌧
に
上

方
修
正
し
た
。
だ
が
、
２０
年

産
の
予
想
収
穫
量
と
比
べ
る

と
３０
万
㌧
少
な
く
、
大
幅
な

減
産
が
必
要
と
な
る
。

少
子
高
齢
化
や
人
口
減

少
、食
生
活
の
変
化
に
伴
い
、

主
食
用
米
の
消
費
量
は
毎
年

１０
万
㌧
程
度
減
少
し
て
い

る
。
１９
／
２０
年
（
１９
年
７
月

〜
２０
年
６
月
）
の
主
食
用
米

の
需
要
実
績（
確
定
値
）は
、

前
年
の
７
３
５
万
㌧
か
ら
２１

万
㌧
減
の
７
１
４
万
㌧
と
な

っ
た
。
今
年
６
月
末
の
民
間

在
庫
量
は
２
０
０
万
㌧
だ
っ

た
。
だ
が
、
需
給
と
価
格
が

安
定
す
る
適
正
在
庫
水
準
は

１
８
０
万
㌧
と
さ
れ
て
い

る
。２０

年
産
の
予
想
収
穫
量

は
、
１０
月
１５
日
現
在
の
全
国

の
作
柄
（
作
況
指
数
９９
）
か

ら
、
前
年
実
績
比
３
万
㌧
減

の
７
２
３
万
㌧
と
な
っ
た
。

９
月
１５
日
現
在（
同
１
０
１
）

の
予
想
収
穫
量
よ
り
１２
万
㌧

低
く
な
る
見
込
み
。

２０
／
２１
年
（
２０
年
７
月
〜

２１
年
６
月
）
の
需
要
見
通
し

は
、
７
１
１
万
〜
７
１
６
万

㌧
と
や
や
増
や
し
た
。
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

の
影
響
に
よ
る
需
要
減
少
量

を
５
万
㌧
と
推
計
し
、
幅
を

も
た
せ
て
い
る
。
２１
年
６
月

末
の
民
間
在
庫
量
の
見
通
し

は
２
０
７
万
〜
２
１
２
万
㌧

に
減
っ
た
が
、
今
年
６
月
末

の
数
量
を
上
回
る
見
込
み
。

２１
／
２２
年
（
２１
年
７
月
〜

２２
年
６
月
）
の
需
要
見
通
し

は
、
１
人
当
た
り
消
費
量
を

前
年
比
０
・
７
㌔
減
の
５６
・

２
㌔
と
推
計
し
、
２０
年
１０
月

１
日
現
在
の
人
口
を
乗
じ

て
、
７
０
５
万
㌧
と
し
た

（
表
）
。

２１
年
産
の
適
正
生
産
量

は
、
２２
年
６
月
末
の
民
間
在

庫
量
が
今
年
６
月
末
の
水
準

（
２
０
０
万
㌧
）
を
超
え
な

い
よ
う
、
６
９
３
万
㌧
に
設

定
し
た
。
２０
年
産
の
予
想
収

穫
量
よ
り
３０
万
㌧
（
４
％
）

少
な
い
。

参
考
値
と
し
て
、
前
年
比

で
過
去
最
大
の
作
付
面
積
の

削
減
（
１５
年
産
、
６
万
８
千

㌶
）
を
２１
年
産
で
実
施
し
た

場
合
、
生
産
量
は
６
９
２
万

㌧
に
な
る
こ
と
が
示
さ
れ

た
。
２１
年
産
で
は
、
ほ
ぼ
同

じ
面
積
の
削
減
が
必
要
と
な

る
。２１

年
産
米
の
需
要
に
応
じ

た
生
産
と
水
田
フ
ル
活
用
を

推
進
す
る
た
め
、
主
食
用
米

か
ら
飼
料
用
米
、
麦
、
大
豆

な
ど
へ
の
作
付
け
転
換
が
一

層
求
め
ら
れ
て
い
る
。

全
開
連
は
１１
月
２７
日
、
東

京
・
赤
坂
の
三
会
堂
ビ
ル
石

垣
記
念
ホ
ー
ル
で
第
７２
回
通

常
総
会
を
開
催
す
る
。

提
出
議
案
は
、
第
１
号
議

案
＝
第
７２
年
度
（
１９
年
８
月

１
日
〜
２０
年
７
月
３１
日
）
事

業
報
告
、
貸
借
対
照
表
、
損

益
計
算
書
、
注
記
表
、
損
失

処
理
（
案
）
及
び
附
属
明
細

書
承
認
に
つ
い
て
、
第
２
号

議
案
＝
第
７３
年
度
（
２０
年
８

月
１
日
〜
２１
年
７
月
３１
日
）

事
業
計
画
設
定
に
つ
い
て
、

第
３
号
議
案
＝
第
７３
年
度
理

事
及
び
監
事
の
報
酬
に
つ
い

て
、
第
４
号
議
案
＝
退
任
役

員
に
対
す
る
退
任
給
与
金
の

支
出
に
つ
い
て
、
第
５
号
議

案
＝
理
事
及
び
監
事
の
辞
任

に
伴
う
理
事
及
び
監
事
の
補

欠
選
任
に
つ
い
て
、
第
６
号

議
案
＝
定
款
の
一
部
変
更
に

つ
い
て
―
の
６
議
案
と
付
帯

決
議
案
。

第
２
号
議
案
で
示
さ
れ
る

第
７３
年
度
事
業
計
画
（
案
）

に
よ
る
と
、
今
後
も
日
本
の

畜
産
業
の
維
持
・
発
展
の
た

め
会
員
と
一
体
と
な
っ
て
取

り
組
み
、
生
産
・
販
売
事
業

を
展
開
す
る
と
し
て
い
る
。

同
事
業
計
画
（
案
）
の
基

本
方
針
は
次
の
と
お
り
。

〈
基
本
方
針
〉

開
拓
地
に
お
け
る
酪
農
・

畜
産
事
業
は
、
日
本
国
民
の

食
文
化
の
一
翼
を
担
っ
て
き

ま
し
た
。本
会
は
、今
後
も
日

本
の
畜
産
業
の
維
持
・
発
展

の
た
め
会
員
と
一
体
と
な
っ

て
取
り
組
み
、
開
拓
組
織
の

「
顔
の
見
え
る
畜
産
専
門
連
」

と
し
て
の
優
位
性
を
最
大
限

に
発
揮
し
た
生
産
・
販
売
事

業
を
展
開
い
た
し
ま
す
。

今
般
、
第
１０
次
中
期
３
ヵ

年
計
画
の
最
終
年
度
に
あ
た

る
第
７３
年
度
事
業
計
画
で

は
、
引
き
続
き
以
下
の
基
本

方
針
の
も
と
経
営
基
盤
の
再

構
築
を
行
い
ま
す
。

⑴
会
員
と
一
体
と
な
っ
た

専
門
農
協
と
し
て
の
強
固
な

組
織
づ
く
り

⑵
生
産
性
向
上
の
た
め
の

目
標
に
沿
っ
た
経
営
・
技
術

指
導
の
実
施

⑶
低
廉
・
良
質
な
生
産
資

材
の
開
発
と
供
給

⑷
部
分
肉
の
国
内
外
で
の

有
利
販
売
体
制
の
強
化

⑸
業
務
の
効
率
化
に
よ
る

経
営
体
質
の
改
善

⑹
会
員
と
の
事
務
処
理
の

共
通
化
に
よ
る
事
務
の
効
率

化

野
上
浩
太
郎
農
水
大
臣
と

小
泉
進
次
郎
環
境
大
臣
は
１０

月
２３
日
、
地
球
温
暖
化
の
原

因
と
な
る
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ

Ｏ
２

）の
排
出
量
を
実
質
ゼ
ロ

に
す
る
こ
と
を
目
指
す
「
２

０
５
０
年
Ｃ
Ｏ
２

ゼ
ロ
エ
ミ

ッ
シ
ョ
ン
」
の
達
成
な
ど
１４

の
項
目
に
つ
い
て
、
連
携
を

強
化
し
て
い
く
こ
と
で
合
意

し
た
。

合
意
文
書
の
「
コ
ロ
ナ
後

の
経
済
社
会
の
再
設
計
に
向

け
た
『
農
林
水
産
省
×
環
境

省
』
の
連
携
強
化
に
関
す
る

合
意
」
の
総
論
で
は
、
農
林

水
産
業
は
生
産
者
の
減
少
・

高
齢
化
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
の
衰
退
と
い
っ
た
課
題
に

加
え
、
コ
ロ
ナ
危
機
と
気
候

危
機
の
二
つ
の
危
機
に
直
面

し
て
い
る
と
強
調
し
て
い

る
。
ま
た
、
気
候
変
動
問
題

や
海
洋
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
問
題

を
含
む
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
※
）
へ

の
対
応
や
、
自
然
資
源
を
活

か
し
た
観
光
振
興
な
ど
の
魅

力
あ
ふ
れ
る
国
土
・
地
域
づ

く
り
を
進
め
て
い
く
た
め
に

は
、
農
林
水
産
政
策
と
環
境

政
策
と
の
緊
密
な
連
携
が
不

可
欠
と
指
摘
し
て
い
る
。

※
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
＝
持
続
可
能

な
開
発
目
標
。
３０
年
ま
で
の

達
成
を
目
指
す
世
界
共
通
の

目
標
と
し
て
、国
連
が
採
択
。

連
携
の
柱
の
一
つ
で
あ
る

「
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
」

で
は
、
地
域
の
活
性
化
と
５０

年
Ｃ
Ｏ
２

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
の
達
成
を
目
指
し
、
農
山

漁
村
で
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
促
進
を
含
む

「
食
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産

地
消
」
、
バ
イ
オ
マ
ス
（
生

物
由
来
の
資
源
）
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
利
用
促
進
、
農
地
土
壌

へ
の
炭
素
貯
留
の
促
進
な
ど

で
協
力
す
る
。

「
循
環
経
済
へ
の
移
行
」

で
は
、
生
産
か
ら
廃
棄
に
至

る
フ
ー
ド
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
に
関
連
す
る
循
環
経
済
の

取
り
組
み
と
し
て
、
食
品
ロ

ス
の
削
減
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

資
源
循
環
な
ど
を
連
携
し
て

推
進
す
る
。

「
分
散
型
社
会
へ
の
移
行
」

で
は
、
国
立
公
園
や
農
山
漁

村
等
に
お
い
て
、
ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
（
働
き
な
が
ら
休
暇

を
と
る
過
ご
し
方
）
を
連
携

し
て
推
進
し
、
国
民
の
保
険

休
養
と
地
域
経
済
の
活
性
化

に
取
り
組
む
。
湿
地
等
の
再

生
や
森
林
整
備
・
保
全
な
ど

の
生
態
系
を
活
用
し
た
防
災

・
減
災
、
農
地
の
多
面
的
機

能
の
発
揮
に
向
け
て
も
取
り

組
む
。
ま
た
、
野
生
鳥
獣
の

広
域
的
な
管
理
を
含
む
適
正

な
個
体
数
管
理
の
推
進
、
農

山
漁
村
等
で
の
鳥
獣
被
害
の

軽
減
、
人
材
育
成
な
ど
の
取

り
組
み
を
連
携
し
て
進
め

る
。そ

の
ほ
か
、
国
際
交
渉
に

お
け
る
連
携
、働
き
方
改
革

や
広
報
戦
略
で
の
連
携
を
進

め
る
。

日
本
と
英
国
の
両
政
府
は

１０
月
２３
日
、
日
英
包
括
的
経

済
連
携
協
定（
日
英
Ｅ
Ｐ
Ａ
）

に
署
名
し
た
。
両
政
府
は
、

国
内
で
の
手
続
き
を
経
て
、

来
年
１
月
１
日
の
発
効
を
目

指
す
。

英
国
の
ト
ラ
ス
国
際
貿
易

大
臣
が
来
日
し
、
茂
木
敏
充

外
務
大
臣
と
の
署
名
式
が
東

京
都
内
で
開
か
れ
た
。
英
国

の
Ｅ
Ｕ
（
欧
州
連
合
）
離
脱

に
伴
い
、
移
行
期
間
が
１２
月

末
に
終
了
す
る
と
、
Ｅ
Ｕ
と

の
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
以
下
「
日
Ｅ
Ｕ

・
Ｅ
Ｐ
Ａ
」
）
は
日
英
間
に

適
用
さ
れ
な
く
な
る
。
日
英

Ｅ
Ｐ
Ａ
は
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ

Ａ
に
代
わ
る
新
た
な
貿
易
・

投
資
の
枠
組
み
を
規
定
し

た
。
農
林
水
産
品
や
工
業
製

品
の
関
税
削
減
・
撤
廃
な
ど

は
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
内

容
を
維
持
し
て
い
る
。

英
国
産
の
農
産
品
に
新
た

な
低
関
税
の
輸
入
枠
は
設
け

て
い
な
い
。
ブ
ル
ー
チ
ー
ズ

や
カ
マ
ン
ベ
ー
ル
な
ど
の
ソ

フ
ト
系
チ
ー
ズ
や
一
部
の
調

整
品
に
つ
い
て
は
、
日
Ｅ
Ｕ

・
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
輸
入
枠
に
未
利

用
分
が
生
じ
た
場
合
に
限

り
、
Ｅ
Ｕ
産
と
同
水
準
の
低

関
税
を
適
用
す
る
仕
組
み
を

設
け
る
こ
と
で
妥
結
し
た
。

一
方
、
日
本
か
ら
輸
出
す

る
牛
肉
、
茶
、
水
産
物
な
ど

主
要
品
目
の
関
税
は
、
日
Ｅ

Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
と
同
様
に
、
ほ

と
ん
ど
の
品
目
で
即
時
撤
廃

さ
れ
る
。

な
お
、
協
定
発
効
時
か
ら

日
英
双
方
が
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ

Ｐ
Ａ
と
同
じ
関
税
率
を
適
用

す
る
。

全
日
本
開
拓
者
連
盟
、
全

開
連
、
全
国
開
拓
振
興
協
会

の
開
拓
中
央
三
団
体
は
１０
月

２８
日
、
栃
木
県
宇
都
宮
市
の

「
ホ
テ
ル
マ
イ
ス
テ
イ
ズ
宇

都
宮
」
で
、
そ
れ
ぞ
れ
役
員

会
を
開
い
た
。

首
都
圏
を
中
心
に
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大

が
続
い
て
い
る
中
、
感
染
者

数
が
比
較
的
少
な
い
同
県
を

会
場
と
し
た
。

振
興
協
会
は
第
４２
回
理
事

会
を
開
催
。
補
欠
役
員
候
補

者
の
推
薦
に
つ
い
て
―
等
の

決
議
事
項
は
可
決
さ
れ
、
２０

年
度
上
半
期
の
職
務
執
行
状

況
報
告
に
つ
い
て
―
等
の
報

告
事
項
及
び
協
議
事
項
は
承

認
さ
れ
た
。

振
興
協
会
の
理
事
会
後
、

全
開
連
が
第
７３
年
度
第
３
回

理
事
会
、
全
日
本
開
拓
者
連

盟
が
２０
年
度
第
５
回
中
央
常

任
委
員
会
を
開
催
。
そ
れ
ぞ

れ
の
報
告
事
項
等
は
い
ず
れ

も
承
認
さ
れ
た
。

2021/22年の主食用米等の需給見通し
(万㌧)

２１年６月末の
民間在庫量 Ａ ２０７～２１２

（２００）

２１年産主食用米
等生産量 Ｂ ６９３

（７２３）

２１/２２年主食用米
等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ ９００～９０５

（９２３）

２１/２２年主食用米
等需要量 Ｄ ７０５

（７１１～７１６）

２２年６月末の
民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ １９５～２００

（２０７～２１２）

※（ ）内は20/21年の見通し （農水省の資料から）

日英、ＥＰＡに署名
来年１月の発効めざす

２１
年
産
米
の
適
正
量
６９３
万
㌧

大
幅
な
減
産
必
要
基
本
指
針
の

需
給
見
通
し

農
水
・
環
境
省
が
連
携
強
化
で
合
意

地
域
活
性
化
、鳥
獣
被
害
軽
減
な
ど

顔
の
見
え
る
畜
産
専
門
連
と
し
て

開
拓
組
織
の
優
位
性
発
揮

全
開
連
２０
年
度
事
業
計
画（
案
）

全
開
連
２０
年
度
事
業
計
画（
案
）

・「食料・農業 知っておきたい話」―９１―（２面）
・所得・雇用機会確保へ支援策 （３面）
・秋の味覚、「ナシ」「ブドウ」人気 （４面）
・ハウス導入時、メーカー任せにせず検討を

（５面）
・飼養衛生管理基準マニュアル例公開 （６面）
・黒毛和種 イネWCSと食品残さの TMR を給
与 （７面）
・畜産物需給見通し （８面）



（2）第751号（毎月１回１５日発行）開 拓 情 報2020年（令和2年）11月15日

日
本
農
業
を
め
ぐ
る
素
朴

か
つ
根
本
的
問
題
に
答
え
る

簡
潔
な
Ｑ
＆
Ａ
資
料
を
作
成

し
ま
し
た
の
で
、
活
用
下
さ

い
。１

．
日
本
の
農
業
は
後
継

者
不
足
が
問
題
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
そ
の
原
因
は
何
で

し
ょ
う
か
？

農
家
の
時
給
（
１
時
間
当

た
り
所
得
）
は
平
均
で
９
６

１
円
で
す
（
表
１
）
。
こ
れ

で
は
後
継
者
の
確
保
は
困
難

と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

２
．
な
ぜ
、
そ
ん
な
に
所

得
が
低
い
の
で
し
ょ
う
か
？

①
自
動
車
な
ど
の
輸
出
の

た
め
に
農
と
食
を
差
し
出
す

貿
易
自
由
化
が
進
め
ら
れ
た

結
果
で
す
（
表
２
）
。

②
農
業
を
生
贄
に
し
や
す

く
す
る
た
め
に
、
農
業
は
過

保
護
だ
と
い
う
ウ
ソ
が
メ
デ

ィ
ア
を
通
じ
て
国
民
に
刷
り

込
ま
れ
ま
し
た
。

③
土
地
の
狭
い
日
本
の
農

産
物
は
海
外
よ
り
は
割
高

で
、
消
費
者
は
輸
入
品
に
飛

び
つ
き
ま
し
た
。

④
コ
ス
ト
が
海
外
よ
り
高

い
の
に
小
売
の
力
が
強
く
、

農
産
物
価
格
は
農
家
の
所
得

を
十
分
に
満
た
せ
な
い
水
準

に
買
い
た
た
か
れ
て
き
ま
し

た
。３

．
農
家
の
高
齢
化
や
後

継
者
不
足
が
こ
の
ま
ま
進
む

と
ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
り

ま
す
か
？

①
国
民
へ
の
食
料
供
給
が

確
保
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

食
料
自
給
率
が
さ
ら
に
下
が

り
、
今
後
頻
発
し
か
ね
な
い

食
料
危
機
時
の
各
国
の
輸
出

規
制
に
対
応
で
き
ま
せ
ん

（
表
３
）
。

②
輸
入
に
対
し
て
農
薬
・

添
加
物
な
ど
の
安
全
基
準
の

緩
い
日
本
市
場
が
健
康
リ
ス

ク
の
高
い
食
品
の
標
的
と
な

む
し
ば

り
、
日
本
人
の
健
康
が
蝕
ま

れ
ま
す
。

つ
ま
り
、
量
的
に
も
質
的

に
も
食
料
の
安
全
保
障
が
崩

壊
し
て
い
き
ま
す
。

③
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が

崩
壊
し
、
「
３
密
」
の
都
市

化
が
進
み
、
コ
ロ
ナ
な
ど
の

感
染
症
が
さ
ら
に
広
が
り
や

す
く
な
り
ま
す
。

４
．
上
記
の
問
題
に
対
し

て
国
は
ど
の
よ
う
な
対
策
を

し
て
い
ま
す
か
？

大
規
模
化
す
る
企
業
的
経

営
を
「
担
い
手
」
と
位
置
付

け
、
支
援
を
集
中
す
る
政
策

を
強
化
し
ま
し
た
。

５
．
そ
の
対
策
の
効
果
は

い
か
が
で
す
か
？

メ
ガ
・
ギ
ガ
フ
ァ
ー
ム
は

そ
れ
な
り
に
伸
び
ま
し
た

が
、
そ
れ
以
外
の
廃
業
が
増

え
、
全
体
の
平
均
規
模
は
拡

大
し
て
も
、
や
め
た
農
家
の

減
産
を
カ
バ
ー
し
き
れ
ず
、

生
産
の
減
少
と
地
域
の
限
界

集
落
化
が
止
ま
ら
な
い
段
階

に
入
っ
て
い
ま
す
。

６
．
こ
の
よ
う
な
問
題
を

解
決
す
る
た
め
の
方
法
と
し

て
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
考

え
ら
れ
ま
す
か
？

①
欧
米
の
よ
う
に
、
再
生

産
に
必
要
な
価
格
・
所
得
水

準
が
確
保
で
き
る
よ
う
な
差

額
補
て
ん
、
支
持
価
格
に
よ

る
政
府
の
買
い
入
れ
の
仕
組

み
が
必
要
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

②
日
本
の
消
費
者
は
命
の

源
の
食
料
を
量
的
に
も
質
的

に
も
確
保
す
る
た
め
に
、
目

先
の
「
安
さ
」
に
飛
び
つ
く

リ
ス
ク
を
自
覚
し
て
、
安
全

・
安
心
な
食
料
を
提
供
し
て

く
れ
る
国
内
の
生
産
者
と
の

連
携
を
強
化
す
べ
き
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。

７
．
他
国
と
の
政
策
の
違

い
を
教
え
て
下
さ
い
。

①
欧
州
諸
国
で
は
、
農
業

所
得
の
９０
〜
１
０
０
％
が
政

府
か
ら
の
直
接
支
払
い
の
国

も
あ
り
ま
す
。
日
本
は
３０
％

前
後
で
、
オ
セ
ア
ニ
ア
を
除

く
先
進
国
で
は
最
低
水
準
で

す
。②

米
国
・
カ
ナ
ダ
・
Ｅ
Ｕ

は
最
低
価
格
を
支
え
る
た
め

に
穀
物
や
乳
製
品
を
政
府
が

買
い
入
れ
る
仕
組
み
を
維
持

し
て
い
ま
す
。
支
持
価
格
に

よ
る
政
府
買
い
入
れ
を
廃
止

し
た
の
は
日
本
だ
け
で
す
。

③
「
日
本
＝
過
保
護
で
衰

退
、
欧
米
＝
競
争
で
発
展
」

は
逆
な
の
で
す
。
国
民
に
刷

り
込
ま
れ
た
ウ
ソ
で
す
。命
、

環
境
、
地
域
、
国
土
・
国
境

を
守
る
産
業
は
、
安
全
保
障

の
要
で
あ
り
、
国
民
全
体
で

支
え
る
の
が
世
界
の
常
識
で

す
。
そ
れ
を
非
常
識
と
す
る

日
本
が
非
常
識
だ
と
い
う
こ

と
に
気
付
き
ま
し
ょ
う
。

米
国
農
務
省
は
１１
月
１０

日
、
２０
／
２１
年
度
７
回
目
の

世
界
及
び
主
要
国
の
穀
物
・

大
豆
に
関
す
る
需
給
見
通
し

を
発
表
し
た
。
世
界
の
穀
物

全
体
（
小
麦
、
粗
粒
穀
物
、

米
）
の
生
産
量
は
消
費
量
を

上
回
る
見
込
み
。
一
方
、
世

界
の
大
豆
の
生
産

量
は
消
費
量
を
下

回
る
と
見
込
ん
で

い
る
。

【
穀
物
全
体
】

▽
生
産
量
＝
２７

億
２
１
２
３
万
㌧

（
前
年
度
比
１
・

８
％
増
）

▽
消
費
量
＝
２７

億
９
９
４
万
㌧

（
１
・
５
％
増
）

▽
期
末
在
庫
量

＝
８
億
２
１
６
６
万
㌧
（
１

・
４
％
増
）

▽
期
末
在
庫
率
＝
３０
・
３

％
（
前
年
度
比
同
）

主
品
目
の
小
麦
と
ト
ウ
モ

ロ
コ
シ
の
需
給
動
向
は
次
の

と
お
り
。

小
麦
：
世
界
の
生
産
量
は

前
年
度
比
１
・
０
％
増
の
７

億
７
２
３
８
万
㌧
と
予
測
。

乾
燥
な
ど
の
影
響
が
あ
っ
た

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
で
下
方
修
正

さ
れ
た
も
の
の
、
史
上
２
番

目
の
豊
作
と
な
る
ロ
シ
ア
で

上
方
修
正
さ
れ
、
前
年
度
よ

り
増
加
す
る
こ
と
か
ら
、
史

上
最
高
と
な
る
見
通
し
。

世
界
の
消
費
量
も
、
中
国

な
ど
で
飼
料
用
需
要
が
増
加

す
る
こ
と
か
ら
、
史
上
最
高

と
な
る
見
通
し
。
世
界
の
生

産
量
が
消
費
量
を
上
回
り
、

期
末
在
庫
量
も
６
・
５
％
増

の
３
億
２
０
４
５
万
㌧
と
史

上
最
高
に
な
る
と
見
通
し
て

い
る
。

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
：
世
界
の

生
産
量
は
前
年
度
比
２
・
５

％
増
の
１１
億
４
４
６
３
万
㌧

と
予
測
。
米
国
に
加
え
、
ウ

ク
ラ
イ
ナ
で
不
作
と
な
り
下

方
修
正
さ
れ
た
が
、
南
ア
フ

リ
カ
で
上
方
修
正
さ
れ
た
こ

と
か
ら
、
依
然
と
し
て
史
上

最
高
と
な
る
見
通
し
。

世
界
の
消
費
量
は
、
Ｅ
Ｕ

で
下
方
修
正
さ
れ
た
が
、
前

年
度
よ
り
増
加
す
る
こ
と
等

か
ら
、
前
年
度
よ
り
増
え
る

見
通
し
。
世
界
の
生
産
量
が

消
費
量
を
下
回
り
、
期
末
在

庫
量
は
３
・
９
％
減
の
２
億

９
１
４
３
万
㌧
と
見
込
ん
で

い
る
。

【
大
豆
】

世
界
の
生
産
量
は
前
年
度

比
７
・
７
％
増
の
３
億
６
２

６
４
万
㌧
と
予
測
。
米
国
、

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
で
下
方
修
正

さ
れ
た
が
、
前
年
度
よ
り
増

産
と
な
り
、
史
上
最
高
と
な

る
見
通
し
。

世
界
の
消
費
量
は
、
中
国

な
ど
で
飼
料
需
要
が
回
復
す

る
こ
と
等
に
よ
り
増
加
す
る

こ
と
か
ら
、
前
年
度
よ
り
増

え
る
見
通
し
。
世
界
の
生
産

量
が
消
費
量
を
下
回
り
、
期

末
在
庫
量
は
９
・
３
％
減
の

８
６
５
２
万
㌧
と
見
込
ん
で

い
る
。

香
川
県
の
養
鶏
場
で
高
病

原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
が

続
発
し
て
い
る
。
１１
月
５
、

１１
、
１３
日
に
県
西
部
の
三
豊

市
、
８
日
に
東
部
の
東
か
が

わ
市
の
養
鶏
場
で
高
病
原
性

鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
疑
似

患
畜
が
確
認
さ
れ
た
（
計
４

例
、
１１
月
１３
日
現
在
）
。

国
の
機
関
に
よ
る
遺
伝
子

検
査
の
結
果
、
検
出
さ
れ
た

ウ
イ
ル
ス
は
強
毒
性
で
大
量

死
に
つ
な
が
る
Ｈ
５
Ｎ
８
亜

型
と
判
明
し
た
。
国
内
の
養

鶏
場
で
は
、
１８
年
１
月
の
同

県
さ
ぬ
き
市
で
の
発
生
以
来

と
な
る
。

同
県
は
、
発
生
農
場
の
飼

養
鶏
の
殺
処
分
・
埋
却
、
農

場
周
辺
の
消
毒
な
ど
の
防
疫

措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、

農
場
か
ら
半
径
３
㌔
㍍
以
内

を
鶏
や
卵
な
ど
の
移
動
制
限

区
域
、
半
径
３
〜
１０
㌔
㍍
以

内
を
搬
出
制
限
区
域
に
設
定

し
た
。

農
水
省
は
各
都
道
府
県

に
、
監
視
体
制
の
強
化
の
徹

底
を
求
め
る
通
知
を
発
出
し

た
。早
期
発
見
・
早
期
通
報
の

徹
底
及
び
防
鳥
ネ
ッ
ト
の
再

度
の
確
認
、
人
・
車
両
の
出

入
り
口
の
厳
重
管
理
、
消
毒

の
徹
底
な
ど
の
農
場
に
お
け

る
ウ
イ
ル
ス
侵
入
防
止
対
策

の
強
化
の
徹
底
に
つ
い
て
、

指
導
ま
た
は
助
言
を
実
施
す

る
よ
う
要
請
し
て
い
る
。

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染

拡
大
に
よ
る
米
販
売
へ
の
影

響
を
調
査
し
た
。そ
の
結
果
、

大
手
の
販
売
事
業
者
２９
社
の

２０
年
３
〜
８
月
の
販
売
数
量

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
影
響
な
ど
で
４
万
５
千
㌧

の
減
少
と
推
計

し
た
。

同
省
が
毎
月

実
施
し
て
い
る

「
米
穀
販
売
事
業
者
に
お
け

る
精
米
販
売
動
向
調
査
」
と

は
別
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
影
響
な
ど
、
毎
年
の

人
口
減
少
や
高
齢
化
な
ど
の

ト
レ
ン
ド
（
基
調
）
要
因
以

外
の
影
響
を
把
握
す
る
た

め
、
玄
米
の
販
売
動
向
も
含

め
る
な
ど
調
査
内
容
を
広
げ

て
実
施
し
た
。

調
査
対
象
は
、
年
間
仕
入

量
５
万
㌧
以
上
の
販
売
事
業

者
（
卸
売
業
者
経
由
の
販
売

数
量
に
占
め
る
シ
ェ
ア
は
約

５０
％
）
。
２０
年
３
月
〜
８
月

の
６
ヵ
月
間
に
お
け
る
販
売

先
別
の
販
売
数
量
、
販
売
価

格
を
調
査
し
た
。

全
体
の
販
売
数
量
は
１
２

９
万
㌧
で
、
前
年
同
期
よ
り

６
万
３
千
㌧
（
５
％
）
減
少

し
た
。
ト
レ
ン
ド
要
因
に
よ

る
減
少
分
１
万
８
千
㌧
を
除

い
た
４
万
５
千
㌧
が
、
「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
を
含
む
特
別
な
要
因

に
よ
る
減
少
分
」
と
推
計
し

た
。販

売
先
別
に
み
る
と
、
中

食
向
け
が
２２
％
減
、
外
食
向

け
が
１６
％
減
と
、
業
務
用
の

減
少
が
大
き
い
。
一
方
、
内

食
需
要
で
小
売
向
け
（
家
庭

用
）
は
７
％
増
と
な
っ
た
。

販
売
価
格
は
前

年
同
期
に
比

べ
、
ほ
ぼ
同
水

準
だ
っ
た
。

同
省
は
、
調
査
対
象
者
２９

社
の
販
売
先
は
中
食
、
外
食

向
け
の
比
重
が
高
く
、
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
が
強
め

に
出
て
い
る
一
方
、
調
査
対

象
外
の
中
小
販
売
事
業
者

は
、
販
売
が
好
調
な
小
売
向

け
が
比
較
的
多
い
と
推
察
し

て
い
る
。

表１ １時間当たり所得の比較（円）
女子非常勤

（１０人以上企業）
４９２
７１２
８８９
９７９

１，０７４
出所：荏開津典生・鈴木宣弘『農業経済学 第５版』（岩波書店、２０２０年）

表２ 残存輸入数量制限品目（農林水産物）と
食料自給率の推移

備考

ガット・ケネディ・ラウンド決着

日米農産物交渉決着
（牛肉・カンキツ、１２品目）

ドーハ・ラウンド開始

注）１９９５年以降の５品目は、資源管理上の必要から輸入割当が認められてい
る水産品。

３０人以上
企業
１，６０８
２，２９３
２，４７２
１，９８３
１，９８１

法定
最低賃金

５３２
５１５
６５７
７３０
８４８

食料
自給率

７６

６６

６０

５０

４８

４０

３８

農畜産業

４８９
６５４
６０４
６６５
９６１

輸入数量
制限品目

８１

７３

５８

２２

１７

５

５

年

１９８０
１９９０
２０００
２０１０
２０１７

年

１９６２

１９６７

１９７０

１９８８

１９９０

２００１

２０１９

表３ 酪農・畜産の需給と自給率の展望
（２０１５年の需要を１００とした指数）

自給率
自由化
考慮

６２

２８

４０

１６

５１

１１

６６

１９
資料 :東京大学鈴木宣弘研究室

趨勢

６２

３０

４０

２１

５１

１５

６６

２４

供給
自由化
考慮

６２

２７

４０

１５

５１

１５

６６

３１

趨勢

６２

２８

４０

１８

５１

２０

６６

３８

需要
自由化
考慮

１００

９５

１００

９２

１００

１３２

１００

１６２

すう せい

趨勢

１００

９４

１００

８６

１００

１３１

１００

１５８

年

２０１５

２０３５

２０１５

２０３５

２０１５

２０３５

２０１５

２０３５

品目

酪農

牛肉

豚肉

鶏肉

米国農務省
大豆

３億６２６４万 t
（７．７％増）

３億６９０３万 t
（４．３％増）

８６５２万 t
（９．３％減）

２３．４％
（３．５㌽減）

※（ ）内は前年度比

世界の穀物・大豆需給見通し
トウモロコシ
１１億４４６３万 t
（２．５％増）

１１億５６５４万 t
（２．１％増）

２億９１４３万 t
（３．９％減）

２５．２％
（１．６㌽減）

小麦
７億７２３８万 t
（１．０％増）

７億５２６８万 t
（０．６％増）

３億２０４５万 t
（６．５％増）

４２．６％
（２．４㌽増）

生産量

消費量

期末
在庫

在庫率

食
料
・
農
業
知
っ
て
お
き
た
い
話

第
９１
回

ト
ウ
モ
ロ
コ

シ
・
大
豆

生
産
量
が
消
費
量
を
下
回
る

２０
／
２１
年
度
の
世
界
需
給
見
通
し

東
京
大
学
教
授
鈴
木
宣
弘
氏

香
川
で
鳥
イ
ン
フ
ル
続
発

コ
ロ
ナ
影
響
で
４.５
万
㌧
減
と
推
計

農
水
省
の
米
卸
販
売
動
向
調
査

日
本
農
業
を
め
ぐ
る

疑
問
に
答
え
る
簡
潔
Ｑ
＆
Ａ
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農
水
省
は
１０
月
１３
日
、
第

５
回
新
し
い
農
村
政
策
の
在

り
方
に
関
す
る
検
討
会
（
座

長
＝
小
田
切
徳
美
・
明
治
大

学
教
授
）
を
開
催
。
今
会
合

か
ら
、
農
村
に
お
け
る
所
得

と
雇
用
機
会
の
確
保
に
向
け

た
検
討
を
始
め
た
。
本
格
的

な
営
農
に
限
ら
ず
、
農
業
と

様
々
な
仕
事
を
組
み
合
わ
せ

た
暮
ら
し
を
実
現
す
る
た
め

の
支
援
の
必
要
性
な
ど
を
議

論
し
た
。

農
業
の
担
い
手
不
足
が
深

刻
化
し
て
い
る
。
同
省
は
、

特
に
中
山
間
地
域
等
で
は
、

本
格
的
な
営
農
に
限
ら
な
い

多
様
な
形
で
農
に
関
わ
る
個

人
や
事
業
体
の
取
り
組
み
を

推
進
し
、
農
業
・
農
村
の
支

え
手
の
裾
野
を
拡
大
し
て
い

く
こ
と
や
、
農
地
を
保
全
し

て
い
く
こ
と
が
喫
緊
の
課
題

と
指
摘
し
た
上
で
、
検
討
の

方
向
性
と
し
て
、
支
援
の
必

要
性
を
提
示
し
た
。

◆
複
合
経
営
等
に
よ
る
農

業
所
得
の
安
定
・
向
上

大
規
模
な
専
業
農
業
経
営

だ
け
で
な
く
、
小
規
模
な
個

人
や
事
業
体
の
農
業
へ
の
参

入
や
農
業
所
得
の
安
定
・
向

上
に
向
け
た
支
援
策
を
講
ず

る
こ
と
が
必
要
。
中
山
間
地

域
等
を
今
後
も
安
定
的
に
維

持
し
て
い
く
た
め
、
野
菜
や

果
樹
、
畜
産
な
ど
多
様
な
組

み
合
わ
せ
に
よ
り
、
所
得
を

確
保
で
き
る
複
合
経
営
モ
デ

ル
を
提
示
。

◆
農
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
推
進

農
村
に
人
を
呼
び
込
む
に

は
、
所
得
と
雇
用
機
会
の
確

保
、
所
得
確
保
手
段
の
多
角

化
が
不
可
欠
。
中
山
間
地
域

等
で
は
豊
か
な
自
然
や
景
観

な
ど
の
様
々
な
地
域
資
源
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
農
泊
、
ジ

ビ
エ
（
野
生
鳥
獣
の
肉
）
の

利
活
用
な
ど
の
農
村
発
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
（
活
用
可
能
な

地
域
資
源
を
発
掘
し
、
磨
き

上
げ
た
上
で
、
別
の
分
野
と

組
み
合
わ
せ
る
取
り
組
み
）

に
よ
る
事
業
の
創
出
活
動
を

行
う
個
人
や
事
業
体
を
支
援

す
る
こ
と
が
必
要
。

◆
農
業
経
営
と
農
村
発
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
取
り
組
む

事
業
体
の
育
成

地
域
内
外
の
若
者
等
の
雇

用
に
加
え
、
都
市
か
ら
農
村

へ
の
人
の
流
れ（
田
園
回
帰
）

を
加
速
化
さ
せ
る
た
め
に

は
、安
心
し
て
農
村
で
働
き
、

生
活
す
る
こ
と
が
で
き
る
受

け
皿
と
な
る
よ
う
な
、
農
業

経
営
と
農
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
に
よ
る
事
業
の
創
出
活

動
に
地
域
の
核
と
な
っ
て
取

り
組
む
事
業
体
を
育
成
す
る

こ
と
が
必
要
。

今
会
合
で
は
、
島
根
県
の

半
農
半
Ｘ
（
エ
ッ
ク
ス
）
の

取
り
組
み
も
紹
介
さ
れ
た
。

同
県
は
、
農
業
を
営
み
な
が

ら
他
の
仕
事
に
も
携
わ
る
半

農
半
Ｘ
を
担
い
手
の
一
形
態

と
位
置
付
け
、
県
外
か
ら
の

移
住
者
を
対
象
に
、
１０
年
か

ら
支
援
事
業
を
実
施
。
２０
年

３
月
末
現
在
、
６８
名
が
県
内

各
地
で
半
農
半
Ｘ
に
取
り
組

み
、
家
族
を
含
め
る
と
１
１

９
名
が
定
住
し
て
い
る
。
半

農
半
Ｘ
の
就
業
パ
タ
ー
ン

は
、
半
農
半
農
雇
用
（
自
営

＋
農
業
法
人
勤
務
、
集
落
営

農
勤
務
な
ど
）
、
半
農
半
サ

ー
ビ
ス
（
自
営
＋
道
の
駅
勤

務
、
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
勤
務

な
ど
）
が
多
い
。

委
員
か
ら
は
、
「
半
農
半

Ｘ
の
農
は
『
自
営
』
と
は
限

ら
ず
、
雇
わ
れ
て
『
主
た
る

仕
事
は
農
業
』
と
い
う
人
が

今
後
増
え
る
と
思
う
」
「
定

年
の
人
が
農
業
を
始
め
、
直

売
所
に
出
荷
し
、
そ
の
収
入

と
年
金
で
生
き
が
い
を
得
な

が
ら
生
活
す
る
『
年
金
プ
ラ

ス
就
農
』
も
現
実
的
な
半
農

半
Ｘ
だ
と
思
う
」
な
ど
の
意

見
が
出
さ
れ
た
。

同
省
は
、
来
年
３
月
末
ま

で
に
検
討
結
果
を
取
り
ま
と

め
、
農
村
の
振
興
に
必
要
な

施
策
を
推
進
す
る
。

２１
年
度
農
林
水
産
予
算
概

算
要
求
で
は
、
重
点
事
項
と

し
て
、
「
ス
マ
ー
ト
農
業
・

Ｄ
Ｘ
・
技
術
開
発
の
推
進
、

食
と
農
に
対
す
る
理
解
の
醸

成
」
を
挙
げ
て
い
る
。
そ
の

う
ち
、
ス
マ
ー
ト
農
業
・
Ｄ

Ｘ
（
※
）
の
推
進
に
関
す
る

主
な
事
業
・
要
求
額
は
次
の

と
お
り
。
（

）
内
は
２０
年

度
当
初
予
算
額
。

※
Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ

ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）

＝
あ
ら
ゆ
る
も
の
が
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
に
つ
な
が
る
Ｉ
ｏ

Ｔ
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
オ

ブ
・
シ
ン
グ
ス
）
な
ど
の
デ

ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
変

革
①
ス
マ
ー
ト
農
業
総
合
推

進
対
策
事
業

５５
億
円
（
１５

億
円
）

ス
マ
ー
ト
農
業
の
社
会
実

装
を
加
速
す
る
た
め
、
先
端

技
術
の
現
場
へ
の
導
入
・
実

証
や
、
地
域
で
の
戦
略
づ
く

り
、
科
学
的
デ
ー
タ
に
基
づ

く
土
づ
く
り
、
農
業
デ
ー
タ

連
携
基
盤
（
Ｗ
Ａ
Ｇ
Ｒ
Ｉ
）

の
活
用
促
進
の
た
め
の
環
境

整
備
な
ど
を
支
援
す
る
。

▽
ス
マ
ー
ト
農
業
加
速
化

実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
＝
ス
マ

ー
ト
農
機
の
広
域
的
な
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
等
の
新
サ
ー
ビ
ス

の
活
用
や
ス
マ
ー
ト
商
流
と

の
連
携
等
の
テ
ー
マ
に
応
じ

た
先
端
技
術
の
現
場
実
証
や

情
報
発
信
な
ど
を
行
う
。
併

せ
て
、
新
し
い
ス
マ
ー
ト
農

業
機
械
の
開
発
を
行
う
。

▽
ス
マ
ー
ト
農
業
普
及
の

た
め
の
環
境
整
備
＝
農
業
デ

ー
タ
の
連
携
・
共
有
や
Ｗ
Ａ

Ｇ
Ｒ
Ｉ
の
活
用
促
進
、
ロ
ボ

ッ
ト
技
術
の
安
全
性
確
保
、

新
た
な
営
農
体
系
の
戦
略
づ

く
り
、
科
学
的
デ
ー
タ
に
基

づ
く
土
づ
く
り
の
推
進
の
た

め
の
土
壌
診
断
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
の
構
築
な
ど
を
支
援
。

②
畜
産
経
営
体
生
産
性
向

上
対
策（
畜
産
Ｉ
Ｃ
Ｔ
事
業
）

持
続
的
生
産
強
化
対
策
事

業
２
１
５
億
円
の
内
数
（
同

１
９
４
億
円
の
内
数
）

酪
農
・
肉
用
牛
経
営
の
労

働
負
担
の
軽
減
・
省
力
化
に

資
す
る
ロ
ボ
ッ
ト
、
Ａ
Ｉ
、

Ｉ
ｏ
Ｔ
な
ど
の
先
端
技
術
の

導
入
や
、
高
度
か
つ
総
合
的

な
畜
産
経
営
の
改
善
に
向
け

た
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
す
る

た
め
の
ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
構
築

な
ど
を
支
援
す
る
。

▽
畜
産
経
営
の
生
産
性
向

上
対
策
＝
農
家
の
省
力
化
・

生
産
性
向
上
を
図
る
た
め
、

搾
乳
ロ
ボ
ッ
ト
や
発
情
発
見

装
置
な
ど
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通

信
技
術
）関
連
機
械
の
導
入
、

畜
産
経
営
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
に
向

け
た
調
査
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
械
装

置
の
規
格
に
あ
っ
た
家
畜
生

産
な
ど
の
推
進
の
取
り
組
み

を
支
援
。

▽
全
国
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
＝
生
産
関
連
情
報
を
一
元

的
に
集
約
す
る
全
国
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
構
築
及
び
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
に
基
づ
き
高
度
か
つ

総
合
的
な
畜
産
経
営
の
改
善

に
向
け
た
ア
ド
バ
イ
ス
を
提

供
す
る
体
制
の
構
築
な
ど
を

支
援
。

③
農
林
水
産
省
共
通
申
請

サ
ー
ビ
ス
（
ｅ
Ｍ
Ａ
Ｆ
Ｆ
）

に
よ
る
Ｄ
Ｘ
の
推
進

９３
億

円
（
７
億
円
）

農
林
漁
業
者
等
が
自
分
の

ス
マ
ホ
や
タ
ブ
レ
ッ
ト
、
パ

ソ
コ
ン
で
補
助
金
な
ど
の
申

請
が
で
き
、
農
地
の
現
場
情

報
（
農
地
台
帳
、
水
田
台
帳

等
）
の
統
合
も
可
能
に
す
る

ｅ
Ｍ
Ａ
Ｆ
Ｆ
を
構
築
す
る
。

兵
庫
県
南
東
部
の
三
田
市

は
、
六
甲
山
地
の
北
側
に
位

置
し
、
神
戸
市
と
接
し
て
い

る
。
人
口
は
約
１１
万
人
で
、

豊
か
な
自
然
が
残
る
田
園
都

市
で
あ
る
。
戦
後
、
７
ヵ
所

の
開
拓
地
に
開
拓
農
協
が
設

立
さ
れ
た
。
そ
の
う
ち
、
西

北
部
の
旭
開
拓
地
は
、
標
高

平
均
約
１
９
０
㍍
の
丘
陵
地

帯
に
あ
る
。

有
馬
郡
本
庄
村
（
現
・
三

田
市
）
に
あ
っ
た
帝
国
飛
行

協
会
兵
庫
県
第
四
滑
空

場
（
長
坂
滑
空
場
、
格

納
庫
）
が
戦
後
、
払
い

下
げ
ら
れ
た
。
藍
村

（
同
）
に
あ
っ
た
軍
需

工
場
に
配
属
さ
れ
て
い

た
隊
員
が
中
心
と
な

り
、
農
工
隊
を
組
織
し
、
４５

（
昭
和
２０
）
年
１０
月
、
鍬
入

れ
を
行
っ
た
。
４６
年
に
主
と

し
て
復
員
者
、
４７
年
に
満
州

開
拓
引
揚
者
が
入
植
し
、
合

計
３１
戸
と
な
っ
た
。

４９
年
、
旭
開
拓
農
協

が
設
立
さ
れ
た
。
入
植

地
は
８９
㌶
に
及
ぶ
緩
傾

斜
の
山
林
跡
地
で
、
５６

㌶
の
開
畑
を
行
っ
た
。

当
初
は
自
家
用
野
菜
の

他
、
換
金
作
物
と
し
て

麦
や
ナ
タ
ネ
、
タ
バ
コ

な
ど
を
栽
培
し
た
が
、

地
力
が
無
い
た
め
、
安
定
し

た
収
入
は
得
ら
れ
な
か
っ

た
。
酪
農
を
取
り
入
れ
、
堆

肥
の
投
入
な
ど
で
瘠
せ
地
が

よ

く

ど

沃
土
と
な
っ
た
。

丘
陵
地
で
水
資
源
に
恵
ま

れ
な
か
っ
た
が
、
５４
年
に
水

利
権
の
割
愛
を
受
け
た
。
国

費
に
よ
る
建
設
工
事
で
、
た

め
池
の
拡
張
、
水
田
造
成
を

行
い
、
稲
作
を
導
入
し
た
こ

と
に
よ
り
、
生
活
が
安
定
し

て
き
た
。

近
く
に
は
、
舞
鶴
若
狭
自

動
車
道
三
田
西
イ
ン
タ
ー
チ

ェ
ン
ジ
が
あ
る
。
京
阪
神
の

大
消
費
地
を
控
え
、
水
稲
の

他
、
酪
農
、
肉
用
牛
な
ど
多

角
的
な
営
農
を
続
け
て
い
け

る
地
区
で
あ
る
。

６５
年
、
旭
開
拓
農
協
は
入

植
２５
周
年
を
記
念
し
て
、
旭

神
社
の
敷
地
内
に
記
念
碑
を

建
立
し
た
。
自
然
石
に
彫
ら

れ
た
碑
銘
は「
開
拓
碑
」（
写

真
㊤
）
。
脇
の
碑
文
石
碑
に

は
「
内
に
烈
々
た
る
開
拓
精

神
と
外
に
不
退
転
の
決
意
を

秘
め
て
朝
に
星
を
戴
き
夕
に

月
を
ふ
み
乏
し
き
衣
食
に
堪

え
日
夜
開
墾
に
従
事
せ
り
」

と
記
さ
れ
て
い
る
。
記
念
碑

の
隣
に
９５
年
、
入
植
５０
周
年

記
念
碑
が
建
立
さ
れ
た
（
同

㊦
）。
碑
銘
は「
旭
魂
」で
、

裏
面
に
は
入
植
者
、
物
故
者

の
氏
名
が
刻
ま
れ
て
い
る
。

全
開
連
は
１１
月
４
日
か
ら

６
日
に
か
け
て
、
東
京
都
中

央
卸
売
市
場
食
肉
市
場
で
２０

年
度
東
日
本
地
区
開
拓
牛
枝

肉
共
進
会
を
開
催
し
た
（
後

援
：
東
京
都
、
全
国
開
拓
振

興
協
会
）
。
東
北
・
関
東
６

県
か
ら
交
雑
種
３２
頭
（
去
勢

１５
頭
、
雌
１７
頭
）
が
出
品
さ

れ
た
。

最
終
日
に
格
付
・
審
査
が

行
わ
れ
、
最
優
秀
賞
１
点
、

優
秀
賞
２
点
が
選
ば
れ
た
。

最
優
秀
賞
は
、㈲
あ
く
つ（
岩

手
県
滝
沢
市
）
の
出
品
牛
が

受
賞
し
た
。
２６
ヵ
月
齢
の
雌

牛
で
、
種
雄
牛
は
「
百
合

光
」
。
枝
肉
重
量
６
１
５
・

０
㎏
、ロ
ー
ス
芯
面
積
７５
㎠
、

ば
ら
の
厚
さ
９
・
５
㎝
、
皮

下
脂
肪
の
厚
さ
２
・
９
㎝
、

歩
留
ま
り
基
準
値
７３
・
１
、

Ｂ
Ｍ
Ｓ
№
７
、
格
付
は
Ａ
４

だ
っ
た
。

出
品
牛
全
体
の
枝
肉
平
均

重
量
は
５
３
９
・
１
㎏
（
去

勢
５
７
０
・
５
㎏
、
雌
５
１

１
・
４
㎏
）
、
３
等
級
以
上

比
率
８７
・
５
％
、
４
等
級
以

上
比
率
３７
・
５
％
と
前
年
の

成
績
を
上
回
っ
た
。
各
賞
の

受
賞
者
は
次
の
と
お
り
。

最
優
秀
賞

㈲
あ
く
つ
（
岩
手
）

優
秀
賞
一
席

石
田
武
男
（
埼
玉
）

優
秀
賞
二
席

瀬
戸
新
一
郎（
神
奈
川
）

東日本地区開拓牛枝肉共進会最優秀牛

１１
月
か
ら
１２
月
に
か
け
て

予
定
さ
れ
て
い
る
、
開
拓
組

織
の
行
事
は
次
の
と
お
り
。

１１
月

２０
日

ゼ
ン
カ
イ
ミ
ー
ト
㈱

定
時
株
主
総
会
（
熊
本
）

２６
日

全
開
連
理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員
会

２７
日

全
開
連
第
７２
回
通
常

総
会
・
理
事
会
・
監
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟
臨

時
総
会

３０
日

福
岡
県
畜
産
農
協
枝

肉
共
進
会
（
福
岡
）

１２
月

４
日

佐
賀
県
開
拓
畜
産
事

協
枝
肉
共
進
会
（
佐
賀
）

１４
日

開
拓
な
が
さ
き
畜
産

共
進
会
（
福
岡
）

所
得
・
雇
用
機
会
確
保
へ
支
援
策

「開拓碑」「旭魂」
兵庫県三田市・旭開拓地

農
村
政
策
検
討
会
で
議
論
開
始

㈲
あ
く
つ（
岩

手

）最
優
秀
賞

東
日
本
地
区
開
拓
牛
枝
肉
共
進
会

農水予算
概算要求

ス
マ
ー
ト
農
業
を
加
速
化

畜
産
Ｉ
Ｃ
Ｔ
事
業
で
支
援
継
続
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（
株
）
プ
ラ
ネ
ッ
ト
は
こ

の
ほ
ど
、
「
食
生
活
と
秋
の

味
覚
に
関
す
る
意
識
調
査
」

の
結
果
を
公
表
し
た
。
調
査

対
象
は
全
国
（
都
市
部
、
山

間
部
・
諸
島
部
、
郊
外
に
分

類
）
の
男
女
４
０
０
０
人
が

調
査
対
象
。
コ
ロ
ナ
下
で
食

生
活
が
ど
の
よ
う
に
変
わ
っ

た
の
か
を
調
べ
た
も
の
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
コ
ロ
ナ

下
で
疲
れ
を
い
た
わ
る
た
め

摂
り
た
い
秋
の
味
覚
で
は
ナ

シ
・
ブ
ド
ウ
の
人
気
が
高
か

っ
た
。
コ
ロ
ナ
下
で
の
食
生

活
に
対
す
る
考
え
方
の
変
化

で
は
、
コ
ロ
ナ
で
苦
し
い
状

況
の
生
産
者
を
応
援
し
よ
う

と
い
う
意
見
も
み
ら
れ
た
。

「
コ
ロ
ナ
前
と
比
べ
て
食

に
変
化
が
あ
っ
た
か
」で
は
、

「
自
宅
で
の
食
事
」
が
「
非

常
に
増
え
た
」
「
少
し
増
え

た
」
合
わ
せ
て
４６
・
０
％
だ

っ
た
。
男
女
別
で
は
、
男
性

が
３８
・
９
％
、
女
性
が
５０
・

０
％
で
、
女
性
が
１１
・
１
㌽

高
か
っ
た
。
一
方
、
男
女
と

も
、
「
変
わ
ら
な
い
」
も
４

割
を
超
え
て
い
る
。

自
炊
や
中
食
に
つ
い
て

「
コ
ロ
ナ
前
と
比
べ
て
、
利

用
や
実
施
に
変
化
が
あ
っ
た

か
」
で
は
、
「
増
え
た
」
の

回
答
は
、
「
料
理
・
自
炊
」

が
３７
・
７
％
、
「
テ
イ
ク
ア

ウ
ト
の
利
用
」
２５
・
０
％
、

「
ス
ー
パ
ー
な
ど
で
の
惣
菜

の
購
入
」
１４
・
５
％
と
な
っ

て
い
る
。
男
女
別
で
は
、「
料

理
・
自
炊
」
で
男
性
が
４４
・

５
％
、
女
性
が
６５
・
３
％
で
、

女
性
が
２０
・
８
㌽
高
か
っ
た
。

「
コ
ロ
ナ
疲
れ
を
い
た
わ

る
た
め
味
わ
い
た
い
秋
の
味

覚
」
は
、
ナ
シ
が
４７
・
１
％

と
最
も
高
く
、
次
い
で
ブ
ド

ウ
・
マ
ス
カ
ッ
ト
が
４０
・
９

％
、
サ
ン
マ
が
３７
・
８
％
だ

っ
た
（
図
）
。
ナ
シ
は
８
・

２
㌽
、
ブ
ド
ウ
・
マ
ス
カ
ッ

ト
は
１３
・
５
㌽
そ
れ
ぞ
れ
女

性
が
高
い
。
年
代
別
で
は
、

ナ
シ
が
７０
代
以
上
で
５７
・
７

％
と
最
も
高
く
、
次
い
で
６０

代
で
５１
・
７
％
、
４０
代
で
４６

・
７
％
だ
っ
た
。
ブ
ド
ウ
は

７０
代
が
５７
・
２
％
と
最
も
高

く
、
６０
代
が
４９
・
０
％
、
３０

代
が
３８
・
９
％
と
な
っ
て
い

る
。性

年
代
別
で
は
、
ナ
シ
は

男
性
で
７０
代
以
上
が
５７
・
６

％
、
６０
代
が
４７
・
５
％
、
４０

代
が
４２
・
１
％
の
順
だ
っ
た
。

女
性
は
６０
代
で
５９
・
１
％
、

７０
代
以
上
で
５８
・
１
％
、
５０

代
で
５１
・
９
％
の
順
だ
っ
た
。

ブ
ド
ウ
は
男
性
が
７０
代
以
上

で
５６
・
９
％
、
６０
代
で
４４
・

４
％
、
３０
代
で
２８
・
７
％
の

順
、
女
性
は
７０
代
以
上
で
５８

・
１
％
、
６０
代
で
５７
・
０
％
、

５０
代
で
４８
・
３
％
の
順
で
そ

れ
ぞ
れ
高
か
っ
た
。

ま
た
、
「
コ
ロ
ナ
以
降
の

食
生
活
に
関
す
る
意
識
や
行

動
の
変
化
」
で
は
、
販
売
先

が
無
く
な
っ
た
地
方
食
材
の

取
り
寄
せ
な
ど
で
、
苦
境
の

生
産
者
の
応
援
・
支
援
に
挑

戦
し
た
人
も
お
り
、
「
困
っ

て
い
る
生
産
者
が
情
報
を
発

信
し
て
い
な
い
か
定
期
的
に

調
べ
て
購
入
し
て
い
る
」「
生

産
者
が
困
っ
て
い
る
と
知
り

肉
・
果
物
な
ど
を
取
り
寄
せ

た
」
な
ど
の
声
が
上
が
っ
て

い
る
。

マ
イ
ボ
イ
ス
コ
ム
㈱
は
こ

の
ほ
ど
、
「
精
肉
類
・
肉
料

理
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
（
第
３
回
）
」
の
結
果
を

公
表
し
た
。
調
査
対
象
は
全

国
の
１０
〜
６０
・
７０
代
の
男
女

１
万
２
７
９
人
。
そ
れ
に
よ

る
と
、
肉
類
が
「
好
き
」
と

答
え
た
人
は
約
９
割
に
上
っ

て
お
り
、
牛
肉
を
食
べ
て
い

る
人
も
前
回
調
査
（
１７
年
）

か
ら
増
加
し
て
い
る
。

「
肉
類
の
料
理
が
好
き
か
」

で
は
、
「
好
き
」
「
ど
ち
ら

か
と
い
え
ば
好
き
」
を
合
わ

せ
て
８８
・
１
％
（
前
回
調
査

比
２
・
１
㌽
増
）の
人
が「
好

き
」
と
答
え
た
。
第
１
回
調

査
か
ら
増
加
が
続
い
て
お

り
、
年
代
別
で
は
、「
好
き
」

の
割
合
は
１０
〜
２０
代
で
７
割

強
と
、
他
の
層
よ
り
や
や
高

く
な
っ
て
い
る
。

「
自
宅
・
外
食
全
て
含
め

て
ど
の
く
ら
い
の
頻
度
で
肉

料
理
を
食
べ
る
か
」は
、「
週

２
〜
３
回
」が
４１
・
７
％（
１

・
５
㌽
減
）
と
最
も
高
く
、

次
い
で
「
週
４
〜
５
回
」
３１

・
６
％
（
２
・
７
㌽
増
）
、

「
ほ
ぼ
毎
日
」
１１
・
１
％
（
２

・
０
㌽
増
）
だ
っ
た
。
「
週

４
〜
５
回
」
「
毎

日
」
と
、
高
頻
度

で
肉
料
理
を
食
べ

る
人
が
継
続
し
て

増
え
て
い
る
。
４０

代
以
下
の
女
性
で

週
４
〜
５
回
以
上

食
べ
る
人
の
割
合

が
や
や
高
く
な
っ

て
い
る
。

「
肉
類
の
イ
メ
ー
ジ
」は
、

「
お
い
し
い
」
が
７１
・
３
％

（
１
・
１
㌽
増
）
と
最
も
多

く
、
次
い
で
「
ス
タ
ミ
ナ
が

つ
く
」
が
５３
・
１
％
（
１
・

２
㌽
増
）
、
「
栄
養
価
が
高

い
」
が
３９
・
６
％
（
同
率
）

と
な
っ
て
い
る
。

「
よ
く
食
べ
る
肉
の
種
類

（
１
万
１
０
８
人
・
複
数
回

答
）
」
は
、
牛
肉
が
５５
・
４

％
（
２
・
２
㌽
増
）
、
豚
肉

が
８４
・
６
％（
３
・
３
㌽
増
）

と
前
回
か
ら
増
加
。
牛
肉
は

男
性
が
高
い
傾
向
で
、
女
性

は
特
に
３０
〜
４０
代
で
低
い
。

地
域
別
で
は
、近
畿
が
高
く
、

北
海
道
で
低
か
っ
た
。

「
肉
類
購
入
時
の
重
視
点

（
同
）
」
は
表
の
と
お
り
で
、

「
価
格
」
が
６２
・
３
％
（
３

・
７
㌽
増
）
で
、
抜
き
ん
出

て
高
い
。
次
点
は
「
国
産
か

ど
う
か
」
で
、
約
５
割
を
占

め
て
い
る
。

「
よ
く
食
べ
る
肉
の
部
位

・
種
類
（
同
）
」
で
は
、
牛

肉
は
「
バ
ラ
・
カ
ル
ビ
」
が

３１
・
９
％
（
３
・
７
㌽
増
）

と
最
も
高
く
、
次
い
で
「
切

り
落
と
し
、
こ
ま
切
れ
」
が

２９
・
２
％（
初
設
問
）の
順
。

豚
肉
は
「
バ
ラ
」
が
４７
・
２

％
（
２
・
０
㌽
減
）
、
「
か

た
ロ
ー
ス
、
ロ
ー
ス
」
が
４０

・
５
％
（
４
・
０
㌽
増
）
の

順
で
高
か
っ
た
。

「
好
き
な
肉
料
理
（
同
）
」

は
、
「
焼
肉
」
が
７０
・
３
％

（
１
・
０
㌽
増
）
、
「
カ
レ

ー
」
６４
・
５
％
（
２
・
４
㌽

増
）
、
「
し
ょ
う
が
焼
き
」

６３
・
４
％
（
１
・
２
㌽
増
）

の
順
と
な
っ
た
。

農
水
省
が
公
表
し
た
１９
年

度
の
野
生
鳥
獣
資
源
利
用
実

態
調
査
に
よ
る
と
、
野
生
鳥

獣
の
解
体
・
ジ
ビ
エ
利
用
は

と
も
に
増
加
し
て
い
る
。

食
肉
処
理
施
設
で
の
野
生

鳥
獣
の
解
体
頭
・
羽
数
は
１２

万
２
２
０
３
頭
・
羽
で
、
前

年
か
ら
７
５
４
８
頭
（
６
・

６
％
）
増
加
し
た
。
種
類
別

に
み
る
と
、
シ
カ
が
８
万
１

８
６
９
頭（
１０
・
４
％
増
）、

イ
ノ
シ
シ
が
３
万
４
４
８
１

頭
（
０
・
３
％
減
）
、
鳥
類

４
７
４
４
頭（
４
・
４
％
減
）

な
ど
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

ジ
ビ
エ
利
用
量
は
、
２
０

０
８
㌧
で
、
前
年
よ
り
１
２

１
㌧
（
６
・
４
％
）
増
加
し

た
。
種
類
別
の
食
肉
販
売
向

け
は
、シ
カ
が
９
７
３
頭（
１

・
７
％
増
）
、
イ
ノ
シ
シ
が

４
０
６
頭
（
４
・
７
％
減
）

な
ど
で
、
１
３
９
２
㌧
（
０

・
６
％
減
）
だ
っ
た
が
、
ペ

ッ
ト
フ
ー
ド
で
の
利
用
が
５

１
３
㌧
（
３７
・
２
％
増
）
と

大
き
く
伸
び
た
。

農
水
省
が
こ
の
ほ
ど
公
表

し
た
２０
年
の
耕
地
面
積
（
７

月
１５
日
現
在
）
に
よ
る
と
、

全
国
の
田
畑
計
の
耕
地
面
積

は
４
３
７
万
２
千
㌶
で
、
前

年
に
比
べ
２
万
５
千
㌶
（
０

・
６
％
）
減
少
し
た
。

荒
廃
農
地
か
ら
の
再
生
に

よ
る
増
加
が
あ
っ
た
も
の

の
、
耕
地
の
荒
廃
、
宅
地
へ

の
転
用
な
ど
に
よ
る
減
少
が

影
響
し
て
い
る
。

田
は
２
３
７
万
９
千
㌶

で
、
１
万
４
千
㌶
（
０
・
６

％
）
減
。
地
域
別
で
は
、
九

州
は
３０
万
４
３
０
０
㌶
で
３

千
㌶
（
１
・
０
％
）
減
、
関

東
・
東
山
は
３９
万
４
４
０
０

㌶
で
２
８
０
０
㌶
（
０
・
７

％
）
減
、
東
北
は
５９
万
５
８

０
０
㌶
で
２
５
０
０
㌶
（
０

・
４
％
）
の
順
。
北
海
道
以

外
の
全
地
域
で
減
っ
た
。

畑
は
１
９
９
万
３
千
㌶

で
、
１
万
１
千
㌶
（
０
・
５

％
）
減
少
し
た
。
地
域
別
に

み
る
と
、
関
東
・
東
山
は
３０

万
９
４
０
０
㌶
で
２
５
０
０

㌶
（
０
・
８
％
）
減
、
九
州

は
２１
万
６
１
０
０
㌶
で
２
千

㌶
（
０
・
９
％
）
減
、
東
海

は
９
万
９
７
０
０
㌶
で
１
６

０
０
㌶
（
１
・
６
％
）
減
と

な
っ
た
。

畑
の
種
類
別
面
積
で
は
、

普
通
畑
は
１
１
３
万
㌶
で
４

千
㌶
（
０
・
４
％
）
減
、
樹

園
地
は
２６
万
８
１
０
０
㌶
で

５
千
㌶
（
１
・
８
％
）
減
、

牧
草
地
は
５９
万
５
１
０
０
㌶

で
１
７
０
０
㌶（
０
・
３
％
）

減
だ
っ
た
。
地
域
別
で
は
、

北
海
道
の
普
通
畑
が
微
増
、

樹
園
地
が
同
率
。
東
海
と
四

国
の
牧
草
地
が
同
率
だ
っ

た
。
こ
れ
ら
以
外
全
て
で
減

っ
た
。

田
・
畑
、
種
類
別
の
全
て

で
直
近
５
年
で
減
少
が
続
い

て
い
る
。

厚
労
省
は
こ
の
ほ
ど
、
１９

年
の
国
民
・
健
康
栄
養
調
査

の
結
果
を
公
表
し
た
。
全
国

２
８
３
６
世
帯
か
ら
の
回
答

を
ま
と
め
た
。
今
年
の
テ
ー

マ
は
、「
社
会
環
境
と
生
活
習

慣
な
ど
に
関
す
る
状
況
」で
、

健
康
食
品
の
利
用
者
が
男
女

と
も
に
３
割
を
超
え
て
い

る
。ま
た
、野
菜
の
１
日
当
た

り
平
均
摂
取
量
は
男
女
と
も

に
３
０
０
㌘
を
下
回
っ
て
い

る
。野

菜
摂
取
量
の
状
況
は
、

男
女
平
均
で
は
２
８
０
・
５

㌘（
０
・
９
㌘
減
）だ
っ
た
。

男
性
は
２
８
８
・
３
㌘
（
２

・
６
㌘
減
）
、
女
性
は
２
７

３
・
６
㌘（
０
・
３
㌘
増
）だ

っ
た（
図
）。こ
の
１０
年
間
、有

意
な
増
減
は
み
ら
れ
な
い
。

年
代
別
で
は
、
緑
黄
色
野

菜
・
そ
の
他
の
野
菜
類
を
合

わ
せ
た
平
均
摂
取
量
が
、
男

性
は
７０
歳
以
上
で
３
２
２
・

９
㌘
と
最
も
高
く
、
６０
代
で

３
０
４
・
３
㌘
、
５０
代
で
２

７
８
・
２
㌘
だ
っ
た
。
女
性

は
６０
代
が
３
０
９
・
８
㌘
、

７０
歳
以
上
が
３
０
０
・
２
㌘
、

５０
代
が
２
６
０
・
７
㌘
の
順
。

１
日
３
５
０
㌘
以
上
摂
取

し
て
い
る
割
合
は
、
男
性
が

７０
歳
で
３６
・
９
％
、
６０
代
男

性
で
３３
・
３
％
、
女
性
は
６０

代
で
３５
・
７
％
、
７０
歳
以
上

で
３１
・
１
％
な
ど
。
男
女
と

も
６０
歳
以
上
で
多
く
、
２０
〜

４０
代
で
低
く
な
っ
て
い
る
。

「
健
康
食
品
の
利
用
状
況
」

で
は
、
男
性
は
６０
代
が
３４
・

１
％
、
７０
歳
以
上
３３
・
６
％
、

５０
代
３０
・
７
％
の
順
で
割
合

が
高
い
。
女
性
は
６０
代
が
４１

・
１
％
、
５０
代
が
４１
・
０
％
、

７０
歳
以
上
が
３９
・
７
％
の
順

だ
っ
た
。

農
水
省
は
１９
年
の
荒
廃
農

地
面
積
（
１１
月
３０
日
時
点
）

を
ま
と
め
た
。
全
国
の
荒
廃

農
地
面
積
は
約
２８
・
４
万
㌶

で
、
前
年
に
比
べ
約
４
千
㌶

増
加
し
た
。

「
再
生
利
用
が
困
難
と
見

込
ま
れ
る
荒
廃
農
地
」は
約

１９
・
２
万
㌶
で
約
４
千
㌶
増
。

う
ち
、農
用
地
区
域
は
約
８
・

０
万
㌶
で
、約
２
千
㌶
増
え

た
。

「
再
生
利
用
が
可
能
な
荒

廃
農
地
」
は
約
９
・
１
万
㌶

で
、
約
１
千
㌶
減
。
う
ち
、

農
用
地
区
域
で
は
約
５
・
６

万
㌶
で
約
１
千
㌶
増
加
し

た
。※「

荒
廃
農
地
」と
は
、「
現

に
耕
作
さ
れ
て
お
ら
ず
、耕

作
の
放
棄
に
よ
り
荒
廃
し
、

通
常
の
農
作
物
で
は
作
物
の

栽
培
が
客
観
的
に
不
可
能
に

な
っ
て
い
る
農
地
」を
指
す
。

男
女
と
も
健
康
食
品
摂
取
は
３
割
超

秋
の
味
覚
、「
ナ
シ
」「
ブ
ド
ウ
」人
気

１９
年
国
民
・
健
康
栄
養
調
査

コ
ロ
ナ
以
降
、取
り
寄
せ
で
生
産
者
応
援
も

「牛肉よく食べる」５５％に増加
「肉類好き」は約９割に迫る

２０
年
耕
地
面
積
が
約
2.5
万
ha
減

田
・
畑
と
も
に
歯
止
め
か
か
ら
ず

１９
年
度
ジ
ビ
エ
利
用
量
6.4
％
増

１９年

荒
廃
農
地
が
約
４
千
ha
増
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気温データ取得の精度向上
農研機構「三球温度計」開発

２０年果樹・茶栽培面積
ミカン・リンゴともに減少

近年、気象災害による園芸用ハウス
の被害が増えている。復旧費用は経営
を圧迫するおそれがある。被害の軽減
やコストの低減のため、適切な強度の
ハウスを導入する必要がある。
（一社）日本施設園芸協会の「園芸
用ハウスを導入する際の手引き」（１９
年）から、ハウスの強度や仕様を選ぶ
際のポイントを紹介する。
メーカー任せにせず、農家自身で比
較・検討を行い、適切な強度を選ぶこ
とが重要。ただし、地域ごとに必要と
される強度は異なっており、頑丈にす
れば良いわけではない。強度を高めれ
ば費用が増加するだけでなく、柱が太
くなることによって採光性や作業性に
も影響を及ぼすことがある。自身の経
営方針に合わせて、納得のいく強度と
仕様を選ぶ。
基本仕様を決めたら、設置する地域

で必要な強度を調べる。ハウスに用い
る柱・はりなどの構造部材が使用でき
る年数を「標準耐用年数」、その設計
に用いた荷重値を超える現象が起こら
ない確率を「安全度」として算出する。
標準耐用年数は、被覆材の種類によ
り定まる。被覆材がガラスであれば２０
年、プラスチックフィルムであれば１０
年など。安全度は、経済性重視の４０％、
バランスを考慮する５０％、リスク重視
の７０％の３クラスから選ぶ。安全度が
高ければ損壊リスクを減らせる一方、
コストが高くなる（図）。
標準耐用年数と安全度を定めたら、
その程度に応じた「再現期間」を求め
ることができる（表１）。再現期間は、
建設地の長期間の気象観測データに基
づき、標準耐用年数の間に起こりうる
積雪や強風の期待値（見込み）を求め
るための期間。求めた値は、強風や積

雪に耐えることを確認する「構造計算」
に使用する。
例えば、設置場所を名古屋とすると
表２のとおり。農POフィルムを被覆
材としたハウスで安全度クラスⅡ
（５０％）を選択した場合、積雪で１８cm、
最大瞬間風速で秒速３３m を設計上考
慮すべきとされる。
算出された「必要な強度」を確保す
るための仕様を、メーカーと議論して
決定する。損壊リスク、生産性、経済
性の各方面から、①柱・はりの形状②
それらの太さ寸法と間隔のどちらを重
視するか③地盤に応じた基礎の形状・
深さ④補強（筋交いなど）－について
の意見を出して相談する。強度を決め
るには、本体に作用するカーテンなど
の付属設備、栽培装置、誘引装置、栽

培作物などの重さがどのようにかかる
かも確認する必要がある。
このほか、設置後の保守管理も重要
となる。特に、一時的な中柱の設置に
より、想定以上の豪雪となった場合で
もハウスの強度向上が見込める。
手引きは、同協会のホームページか
らみることができる。各地域で考慮す
べき積雪深や最大瞬間風速を、再現期
間から求めるための表も付いている。

昨年、トラクターに直装型作業機を
装着したまま公道走行することが可能
となった。今年、けん引式農作業機（以
下、けん引式）を連結したトラクター
の公道走行も認められた。
けん引式は、マニュアスプレッダ、
トレーラ、ロールベーラーなどを含む。
保安基準や構造要件などの条件を満た

す必要があるので、ポイントを確認し
たい。
①前提
けん引式を装着したトラクターは、
法律上「農耕作業用トレーラ」と位置
付けられる。「農耕トラクター」とは
別の自動車として扱われるので注意す
る。連結装置が分離しても連結を保て

るよう、チェーンなどの丈夫な装置で
つなぐ必要がある。
②灯火器類と反射器の確認
連結時にトラクターの灯火器類が見
えている場合でも、けん引式の前部に
車幅灯及び前部反射器（白色）を、ま
た、後部にテールランプ、ブレーキラ
ンプ、バックランプ、ウインカー、後
部反射器（赤色の正三角形）を備える

必要がある（写真）。
③全幅の確認
トラクター単体が、長さ４．７m以下、
幅１．７ｍ以下、高さ２．０ｍ以下、かつ最
高速度が時速１５km以下の場合、けん
引式の幅も１．７mを超えていないか確
認する。幅が１．７mを超えていれば、ト
ラクター左側にサイドミラーを設置す
る必要がある。幅が２．５mを超えてい
る場合は別途対応が必要となる。
④運行速度の確認
けん引式にブレーキが付いていない
場合や最大安定傾斜角度の基準（３０度
または３５度）を満たしているか不明な
場合、連結時の運行速度を時速１５km
以下とする必要がある。
そのほか、けん引免許が必要となる
場合もある。詳細は、近くの農機販売
店、運輸局、農政局などに確認を。農研機構農業環境変動研究センター

は、日射などの影響を計算で除去し、
正確な気温を求める新原理の「三球温
度計」を開発した。
一般的に、野外での正確な気温測定
には、日射（太陽放射）などの影響を
避けるため、百葉箱や通風筒（日よけ
と通気ファンを組み合わせた装置）が
使われている。だが、これらはスペース
や電源の確保が必要で、利用できない
農地では放射の影響を適切に除去でき
ず、日中の気温を実際より高く測定し
てしまうという問題があった。
三球温度計は、大きさの異なる３つ
の球（球形センサ）が特徴（写真）。
従来の温度計に日よけを付けないで設
置すると、実際より約２℃高く測定さ
れる。野外実験での三球温度計の精度

は、平均０．２℃以内と従来の温度計のよ
うな誤差はみられなかった。また、夏
と冬の実験から、マイナス３℃～３４℃
までの計測値が基準温度計の値とよく
一致することが確認された。
通気ファンなどの電源は不要。同機
構は、「野外でも日よけや通風装置を
使わず信頼性の高い気温データを取得
することができ、データに基づいた農
作物管理などに役立つ」としている。

開発した三球温度計

Φ：直径 写真提供 :農研機構

作業機後部への設置例

農水省はこのほど、２０年の果樹及
び茶栽培面積（７月１５日現在）を公
表した。果樹・茶とも、主に高齢化
による労力不足に伴う廃園などがあ
ったため、多くの品目で栽培面積が
減少した。
【ミカン】前年より１０００ha（２％）
減の３万９８００ha。 主産地をみると、
和歌山が８０ha 減の７３３０ha、愛媛が
９０ha 減の５６１０ha、静岡が５０ha 減の
５４２０ha となっている。最も栽培面積
の広い九州全体では、５００ha 減少し

ている。
【リンゴ】前年より３００ha（１％）減
の３万７１００ha。主産地をみると、青森
が１００ha 減の２万４００ha、長野が９０ha
減の７４１０ha、岩手が３０ha 減の２４２０ha
となっている。
【ニホンナシ】前年より４００ha（４％）
減の１万１０００ha。主産地をみると、千
葉が３０ha 減の１４２０ha、茨城が３１ha 減
の９４４ha、福島が２１ha 減の８５９ha とな
っている。
【茶】前年より１５００ha（４％）減の
３万９１００ha 。主産地をみると、静岡が
７００ha 減の１万５２００ha、鹿児島が４０ha
減の８３６０ha、三重が７０ha 減の２７１０ha
となっている。

写真は農水省ホームページより

表１ 標準耐用年数と安全度による再現期間
標準耐用年数（年）

安全度（％）
１０ １５ ２０

クラスⅠ :４０ １１ １６ ２２
クラスⅡ :５０ １５ ２２ ３０
クラスⅢ :７０ ３０ ４３ ５７

表２ 地域の再現期間による設計用積雪深・風速

地名 再現期間（年）
設計条件 １１１５１６２２３０４３５７

名古屋 積雪深（㎝） １６１８１８２０２２２４２６
風速（m/sec） ３２３３３４３５３７３９４０
図、表ともに（一社）日本施設園芸協会の手引きより

ハウス導入時、メーカー任せにせず検討を
考慮すべき積雪・強風の算出方法考慮すべき積雪・強風の算出方法

作業機側に灯火器類備える必要あり
トラクター＋けん引式の公道走行

灯火器類と反射器を備える
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今年６月に新たな飼養衛生管理基準
（以下「新基準」）が公布された。新
基準では、これまで農場で実施してき
た衛生対策を「見える化」した上で、
関係者間（従事者や外部従事者）で共
有し、徹底した実践を図るため、「飼
養衛生管理マニュアル」を作成しなけ
ればならない。
新基準では、マニュアル中に１０の事
項を規定することとされている（表）。
作成する際は、獣医師ら専門家の意見
を反映させる。また、従事者及び外部
事業者がマニュアルを遵守するよう、
当該マニュアルを印字した冊子の配
布、看板の設置、その他の必要な措置
を講ずる。家畜の伝染性疾病の発生の
予防及びまん延の防止に関する情報を
従事者及び外部事業者に周知徹底する
ことも求められる。

マニュアル作成が義務化されるにあ
たり、農水省は１０月からホームページ
でマニュアル例を公開している。農場
でのマニュアルの作成が円滑に進むよ
う、生産者団体などの協力も得ながら
作成したもの。
現在公開されているマニュアル例

は、養豚を想定して作られたものとな
っている。写真付きで示されており、
従事者が分かりやすいようになってい
る。飼養衛生管理者・従事者名の部分
が空欄になっており、自農場の情報を
当てはめることで、マニュアルのひな
形として利用できる。
内容は、「農場外での対策」「衛生
管理区域に入る際の対策」「衛生管理
区域の管理及び対策」「衛生管理区域
から出る際の対策」の４部で構成。海
外渡航時及び帰国後の対策、衛生管理

区域内への入退場時の動作フロー（車
両含む）、飼料・飲水対策などが盛り
込まれている。
同省は、別添として標準作業手順

（SOP） を記載した資料も公開してい
る。標準作業手順とは、基本的な業務
の作業や手順を詳細に記述した指示書
のこと。「消毒薬の希釈方法」「車両
の消毒方法」「靴の洗浄・消毒方法」
など、防疫に関する基本的な作業を解
説している。自農場で使用している消
毒薬名や緊急連絡先などを記載し、従
事者に配布することで、手順の統一化

を図ることができる。
作成したマニュアルや標準作業手順
は農場ごとの作業体系に合わせて加筆
・修正し、策定後も家畜の所有者によ
る自己点検や担当獣医師による指摘事
項を踏まえ、随時改訂を続けていく必
要がある。なお、農場 HACCP や
JGAP対応農場では、農場のマネジメ
ントシステム、作業手順などに基づい
て策定する。
マニュアルの作成期限は、豚が来年
４月１日まで、その他の畜種が２２年２
月１日までとなっている。

牛ウイルス性下痢症（BVD）は、近
年、全国の発生戸数が年間２００戸を超え
る高い値で推移している。０９年時点で
は６８戸だったことからも、正しい知識
を身に付けて予防する必要がある。
感染牛の下痢、軽度の呼吸器症状、
発熱、乳量低下など
は一過性のもので、
感染に気付かない場
合も多い。さらに、
妊娠牛が感染する
と、胎児月齢に合わ
せて死産や異常産を
示す（図）。特に、
胎児月齢約３０～１５０

日での妊娠牛の感染は、原因ウイルス
（BVDV）を異物と認識しないために
持続感染牛（PI牛）として子牛が産ま
れることとなる。
PI 牛は生涯に渡り BVDV を排出

し続ける。鼻水、よだれ、ふん尿など

が感染源となり、周囲の牛への伝播を
引き起こすことが同病最大の問題とな
る。PI牛として生まれてきた牛の約半
数は発育不良や慢性的な呼吸器病、消
化器病がある一方で、半数は健康牛と
区別がつきにくい。また、PI牛からは
PI牛しか産まれない。
導入牛などは隔離・検査
同病に治療法はなく、早期発見とと
う汰が重要。農場への主な侵入経路と

しては、PI牛を妊娠した牛による持ち
込みが挙げられる。他にも、日常から
の観察を行い、疑わしい症状を見逃さ
ないことが大切。導入牛や預託帰りの
牛は隔離や検査を実施し、農場内での
消毒も徹底する。
同病を根絶するには、単独農場だけ
でなく、地域一体となって検査の積極
的な実施や適切なワクチン接種など対
策を行っていくことが必要となる。

冬を迎えるにあたり、豚舎の寒冷
対策を講じる必要がある。特に子豚
は寒さに弱いため、飼養環境づくり
には常に気をつけたい。対策に重要
な点をまとめた。
すきま風を防ぐため、壁の穴の補
修、カーテン開閉の不具合や破損が
ないかを確認する。ベニヤ板やコン
パネなども用いて侵入を防ぐ。断熱
材のはがれや破損がないかもみてお
く。カーテン内側にビニールシート
を張り中間に空気層を作ることで、

断熱効果が高まる。
哺乳豚の保温箱内は３０℃以上を保
つ。豚が寒さを感じている場合、豚
同士で寄り集まって寝るようになる
ので、注意深い観察が大切。スノコ
式豚舎では、床下からの冷たい空気
が上昇し、豚に持続的な冷気が加わ
る。また、床下の空気には病原微生
物やアンモニアガスが多く含まれる
ことに留意する。
温度維持が重要な一方で、舎内を
閉め切ってしまうと、アンモニアガ
ス濃度の上昇などにより、呼吸器病
の多発につながる。日中は天候をみ
ながら、カーテンや循環扇などで調
整して換気を行う。

ネズミが牛舎に住み着くと、飼料の
食害、電気配線を咬むことによる停電
や火災、病原体を媒介し拡げるといっ
た被害をもたらす。牛舎への侵入防止
及び駆除のポイントを紹介する。
牛舎はネズミにとってエサが豊富で
外気をしのげる快適な場所である。主
に問題となるのは、大型のドブネズミ、
中型のクマネズミ、小型のハツカネズ
ミの３種類。いずれも夜行性で高い繁
殖力を持つ。個体数が増えてくると、
昼間でも見かけるようになるため、早
急に対策が必要となる。
住みにくい環境づくり
飼料袋の口を締めるなどの管理を徹
底し、給餌器からこぼれたエサもこま
めに除去する。資材などは整理整頓し、
巣の材料になるもの（布、紙くず、ビ
ニールなど）を置かない。
移動経路の遮断
いずれの種類も、１．５～２㎝の穴を通
過できる。穴はネズミにかじられない

もので塞いでおく。
ラットサイン（ネズミがいるという
証拠）は、①壁や配管のかじり跡②黒
光りするこすり跡③ふん④走り回る音
・鳴き声―など。ラットサインに気付
いたら、その付近の移動経路を特定し、
粘着シートや捕殺器などトラップを設
置する。
毒エサは分散して配置
さっ そ ざい

殺鼠剤を混ぜた毒エサを利用する際
は、分散して配置すると効率的。すぐ
に食べなくとも、空腹により食べる場
合があるので長期間置いておく。
毒エサは、殺鼠剤に甘いものや油っ
こいものを混ぜて作ると効果的。人の
匂いに敏感なので、作る際はビニール
手袋を着用する。事前に殺鼠剤を入れ
ないエサを与え、ネズミを慣らしてお
くと毒エサを食べやすい。
なお、牛が誤って食べないように置
き場所には注意する。また、ネズミの
死体はすぐに片付ける。

マニュアル作成時に規定すべき10事項（牛・豚共通）
① 従事者が当該農場以外で行う動物の飼養及び狩猟における禁止事項
② 海外渡航時及び帰国後の注意事項
③ 海外からの肉製品の持込み（郵便物による持込みを含む）に関する注意喚起
④ 農場内への不適切な物品の持込みの禁止
⑤ 可能な限り、工具、機材等を農場内へ持ち込まないための取組
⑥ 持ち込む工具、機材、食品等の取扱い
⑦ 猫等の愛玩動物の衛生管理区域内での飼育禁止
⑧ 野生動物の衛生管理区域内への侵入防止
⑨ 農場における防疫のための更衣

⑩ 手指、衣服、靴、物品、車両、施設等の洗浄及び消毒に関する具体的な方法、
消毒薬の種類、作用時間及び乾燥時間等

「飼養衛生管理基準」から

飼養衛生管理基準マニュアル例公開飼養衛生管理基準マニュアル例公開
農水省標準作業手順も解説

感染牛の摘発・とう汰は地域一体で
牛ウイルス性下痢症が増加

通り道近くのトラップ設置有効
牛舎へのネズミ侵入防止

冬の豚舎、すきま風注意
天候みながら換気も
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発酵 TMR の調製には資材や施設
などに経費がかかるため、費用の低減
が望まれている。
島根県畜産技術センターが、イネ

WCSなどの地域資源を利用した発酵
TMRの給与が短期肥育の成績に及ぼ
す影響を検討したので紹介する。
方法
同センター内で飼養した８ヵ月齢の
黒毛和種去勢牛を供試した。イネ
WCS（品種：たちすずか）、そば製粉
残さ、酒かすを混合した発酵 TMR
を飽食給与する「W-TMR区」に５頭
（平均２８６㎏）を配置。輸入物のチモシ
ー乾草が主体の発酵 TMR を飽食給
与した「TMR区」６頭（平均２９０㎏）の
成績と比較した。２頭１群で肥育し、両
区ともおおむね２６ヵ月齢で出荷した。

W-TMR 区と TMR 区の飼料内容
は表１のとおり。両区ともこのほかに、
生菌剤とビタミン B 群を主体とした
添加剤を給与した。飼料成分は、W-
TMR 区・TMR 区ともに前期は CP
１６％になるように設定。後期は W-
TMR 区は CP１３％、TMR 区は CP
１２％に設定した。水分は４３％に調整し
３週間以上発酵貯蔵して給与した。
試験は、W-TMR区を１７年４月～１９
年６月、TMR区を１５年１０月～１８年４
月に行った。
結果
乾物摂取量、CP、TDNの総摂取量
はそれぞれ、W-TMR区が５３１３㎏、７１７
㎏、３８２７㎏、TMR区が４６９９㎏、６３５㎏、
３５８７㎏とW-TMR 区が高い傾向がみ
られた。日増体重は、W-TMR 区が

１．１４㎏/日、TMR区が０．９７㎏/日と、W
-TMR区が高い傾向となった。血漿中
ビタミンＡ濃度は、１４ヵ月齢時点でW
-TMR区が有意に高く、出荷まで１００
IU/dl 以上で推移した。
枝肉成績は表２のとおり。平均枝肉
重量はW-TMR 区が７０㎏程度高かっ
た。その他の肉質成績に有意差はみら
れなかった。飼料採食量を基にした飼
料費の推計では、摂取量が多かったこ
とからW-TMR 区で費用が高くなっ
たものの、枝肉単価を２０００円/㎏（A
４等級）とすると、枝肉重量が約１０㎏
増えれば元が取れる試算となった。
同センターは飼料摂取量
の増加の要因として、「酒
かすを混合したことによ
り、発酵品質や嗜好性が高
まった可能性がある」と考
察している。また、わら・
乾草よりもβカロテン含量が高いイネ
WCS を配合したため、ビタミン A
欠乏による食欲低下・欠乏症状が無か
ったことも大きな要因とみている。た

だし、平均BMSおよび上物率は同等
であったが、A５等級を安定的に目指
す場合には脂肪交雑への影響を考える
必要があると指摘している。

子牛は、病気や死亡事故が特に起き
やすく、日々生産者の悩みの種となっ
ている。また、母牛も繁殖障害など、
様々な課題が発生する。
宮崎県農業共済組合（NOSAI 宮崎）
・生産獣医療センターの上松瑞穂セン
ター長は、ささえあ製薬・京都微研合
同学術セミナーで、「生産性を上げる
疾病対策のポイント」と題して講演を
行った。日々の栄養管理の改善で、子
牛と母牛の疾病対策に役立てたい。
○第一胃の微生物を意識して管理
上松氏はまず、牛の第一胃の中で、
エサの消化のために働く微生物を最大
限に働かせることの重要性を強調し
た。イネ科植物を刈り遅れると、分解
できない部分が増え、収穫にかかる労
力は変わらないが牛の体内で果たせる
機能が大きく損なわれる。子牛は特に
幼齢であるほど、不要な成分は消化で

きず第一胃に残るため、必ず避ける。
血液中の遊離脂肪酸、血糖値、アル
ブミン、肝機能指標などの数値は母牛
・子牛ともに飼養効率に大きく関わる。
単独で発生する問題ではないため、総
合的に対策する。高事故農場は、母牛
の妊娠末期に①非常に血糖値が低い②
遊離脂肪酸の数値が高い③肝機能の数
値が高い④ビタミンＡの数値が低い、
という特徴が見られる。母牛の問題を
解決することで、子牛の死廃事故を低
減できる。
○受動免疫にも母牛の管理が重要
子牛への受動免疫、呼吸器病へのワ
クチンの費用対効果には、母牛の血中
アルブミンの数値が大きく関わってい
る。費用対効果が低い農場では、畜舎
内の空気中アンモニア濃度が高い。母
牛にタンパク質を十分に与え、子牛に
初乳をよく飲ませる、密飼いの防止や

換気も併せて行わなければ、ワクチン
費用は無駄になる。
○飼料の黄金比を意識し飼料設計
ケース１：早期離乳を行う農場で

は、胃液移植が効果的。塩ビパイプを
母牛に噛ませて胃液を得てろ過して与
える、または、食事中の反すう物を横
取りし絞った液を与える方法で、費用
をかけずに行える（写真）。実施した
農場では、１０㎖×移植頭数分採取した。
事故率の低減やDG（日増体重）の増加
につながる。
ケース２：真菌症の発生が見られた
農場でも、第一胃内の微生物を意識し
たエサの管理により、飼料費を低減。治
療も１度のみで綺麗な皮膚に戻すこと
ができた。腸炎・呼吸器病の発生も大き
く低減し、子牛の販売価格も上昇した。
飼料中の非繊維性炭水化物（NFC）
と分解性タンパク質（DIP）及び繊維性
炭水化物（NDF）の比率は、黄金比率
がNFC：DIP では３：１と決まって
いる。NFCがNDFを超えるとアシド
ーシスなどの様々な疾病を引き起こ
す。多すぎるとエサ代は余計にかかり
牛は病気になり良いことは無い。アシ

ドーシスや真菌症のような疾病を減ら
すための飼料設計の努力は、下痢や風
邪の発生の低減にもつながる。
最後に上松氏は、牛は人間の与える
エサが健康のカギとなると強調した。
飼料設計では牛を効率良く育て、病気
にしないというポリシーを持つことが
重要となる。子牛の第一胃内で必要な
微生物が働いているか否かは、７～１０
日齢で反すうをしているか否かをよく
観察することで判断できる。濃厚飼料
の給与量は体重の１．５％までに留め、粗
飼料の摂取量を絶対に超えないように
管理するよう訴えた。

１１月は薬剤耐性対策推進月間であ
る。１５年にWHO（世界保健機関）が国
際行動計画を採択。日本でも「薬剤耐性
（AMR）アクションプラン」が１６年か
らスタートし、今年で最終年を迎えた。
抗菌剤を使わなくて済むよう、日々飼
養管理に努めることが求められる。
薬剤耐性菌の対策のポイントは大き

く分けて４つで、①感染症を予防す
る②家畜の状態を的確に把握する③
獣医師に伝える④抗菌剤を正しく使
用することを徹底する。なるべく抗
菌剤を使わなくて済むよう、畜舎内
の洗浄や消毒をこまめに行い、家畜
の異変に素早く気付けるように、飼
養している家畜の健康観察をするこ
とが重要。獣医師の指示に基づき、
薬を自分で使用する場合には、使用
禁止期間や用法・用量をよくチェッ
クする。

農畜産業振興機構はこのほど、２０年
９月販売分の肉用牛肥育経営安定交付
金制度（牛マルキン）の交付金単価（確
定値）を公表した。
新型コロナウイルス収束のめどが立
たないことなどにより、販売価格の低
迷が続いていることから、交雑種は８
ヵ月連続、乳用種は５１ヵ月連続の発動

となった。肉専用種は４５都道府県で発
動した。
１頭当たりの交付金単価は、交雑種
が１６万３８９４．５円、乳用種が３万９２０６．７
円となった。前月に比べて交雑種は販
売価格が低下したことで１万８１８．０円
増額、乳用種は素畜費が下落したこと
で１万２４１０．１円減額した。
なお、積立金が不足する都道府県で
は、国費分のみ（４分の３相当額）の
支払いとなる。

母牛からの胃液採取

写真提供：NOSAI 宮崎

表１ TMR構成原料と飼料成分
（前期用、乾物中％） W-TMR TMR
配合飼料 ４３．２ ５６．４
加熱大豆粕 ６．９ ６．８
チモシー乾草 ２７．６
大麦わら ９．２ ９．２
そば外皮 ８．０
酒粕 ７．０
イネWCS ２５．７
粗タンパク質 １５．９ １５．９
TDN ６６．１ ７２．０
地域資源の割合 ５０ ９
（後期用、乾物中％） W-TMR TMR
配合飼料 ６７．６ ７４．１
大豆粕・ふすま ６．１
バミューダグラスストロー ９．１
大麦わら・稲わら ８．８ １０．７
そば外皮 ３．８
酒粕 ８．３
イネWCS １１．４
粗タンパク質 １２．６ １２．３
TDN ７４．８ ７８．４
地域資源の割合 ３２ １１
※TDNは飼料成分表記載の数値からの推計値

表２ 枝肉成績
W-TMR区 TMR区 P値

枝肉重量（㎏） ５８１±５３ ５１１±６４ ０．０８
胸最長筋面積（㎠） ７０±１２ ６６±９ ０．４６
ばらの厚さ（㎝） ９．７±０．７ ８．７±１．２ ０．１４
皮下脂肪の厚さ（㎝） ２．６±０．３ ２．７±０．５ ０．５０
歩留基準値 ７５．５±１．７ ７４．９±０．９ ０．４８
BMS No． ７．０±１．２ ７．３±１．４ ０．６８
A４・５率（％） １００（５/５） １００（６/６）
A５率（％） ２０（１/５） ３３（２/６）

表１・２ともに島根県畜産技術センター資料から

黒毛
和種イネWCSと食品残さのTMRを給与

枝重・肉質を確保、飼料費低減も

母牛の栄養管理見直しを
子牛の疾病対策防止に向け

１１月は薬剤耐性対策推進月間
交雑種、乳用種で連続発動

抗菌剤なるべく使わず 牛マルキン９月分
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

年末向け仕入れ
前倒しの中、出
荷頭数が減少

１０月は、新型コロナウイルス感染拡
大に伴う政府の支援策や「ＧｏＴｏイ
ート」などにより、和牛の相場が上伸
した。交雑種（F１）、乳牛去勢も連動し
て上昇。依然として前年同月を下回っ
ているものの、相場は戻りつつある。
【乳去勢】１０月の東京市場乳牛去勢
Ｂ２の税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は９１９円（前年同月比９２％）
となり、前月に比べ９２円上げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、１１月の乳用種の全国出荷頭数は２
万８６００頭（９６％）と減少基調が続くと
見込んでいる。
【F１去勢】１０月の東京市場の交雑種
去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ３が
１４３７円（前年同月比９１％）、Ｂ２は１２７５
円（８９％）となった。前月に比べそれ
ぞれ１２２円、１３５円上げた。和牛相場に
連動し、堅調に推移した。
同機構は、１１月の交雑種の全国出荷
頭数を２万８００頭（９３％）と減少基調が
続くと予測している。
【和去勢】１０月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２３４９
円（前年同月比９９％）､Ａ３は２１５１円
（９９％）となった。前月に比べそれぞ
れ２７０円、２６３円上げた。和牛肉の在庫
保管料などを支援する国の事業などに
より、年末向け仕入れが活発化したこ
とが要因とみられる。

同機構は１１月の和牛の全国出荷頭数
を４万８１００頭（９５％）と、減少に転じ
ると見込んでいる。全品種の出荷頭数
も９万９１００頭（９５％）と、前年同月を
下回ると予測している。

１１月の輸入量は総量で４
万４５００ｔ（９４％）と予測。
内訳は冷蔵品１万９９００ｔ
（９３％）、冷凍品２万４６００
ｔ（９５％）。冷蔵品は新型
コロナウイルス感染拡大の
影響に伴う外食需要の減退
や、豪州産の干ばつ後の生
産量減少に伴う現地価格の
高騰などから、前年同月を
かなり大きく下回ると予
測。冷凍品も冷蔵品と同様
の理由により、かなりの程
度下回ると見込んでいる。
１１月の国産、輸入を合わ
せた出回り量は前年同月比
９４％の見込み。期末在庫は

同９９％と予測している。
和牛を中心に年末向けの仕入れが例
年より早まっている。相場は総じて強
もちあいの展開か。ただ、外食など実
需が大幅に回復しているわけではな
く、先行き不透明な状況が続いている。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が９００～
９５０円、F１去勢Ｂ３が１３５０～１４５０円、Ｂ
２は１２００～１３００円、和牛去勢Ａ４が
２３５０～２４５０円、Ａ３は２１００～２２００円で
の相場展開か。

内食・鍋需要で
相場はもちあい
から小幅高か

１０月の東京食肉市場税込み平均枝肉
単価は、上物が５３６円（前年同月比
１０７％）、中物は４９９円（１０７％）となっ
た。前月に比べそれぞれ８５円、９０円下
げた。内食需要が引き続き堅調だった
ものの、出荷頭数の増加で徐々に軟調
となった。だが、前年同月を上回る底
堅い展開は続いている。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、１１月は１４４万６千頭（前年同月比
１０２％、過去５年同月平均比１００％）、
１２月は１４６万４千頭（９９％、１００％）と平
年並みの推移を見込んでいる。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、１１月の輸入量は総量で６万８４００ｔ

（前年同月比８３％）の見込み。内訳は
冷蔵品３万２８００ｔ（９０％）、冷凍品３
万５６００ｔ（７７％）。冷蔵品は、新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響で北米工
場の作業効率が低下し供給量が限定さ
れる中、現地需要の増加等から、前年
同月をかなりの程度下回ると予測。冷
凍品は国内の在庫が高い水準にあるこ
とに加え、前年同月の輸入量が多かっ
たこと等から、大幅に下回ると見込ん
でいる。
引き続き内食需要が見込まれる。鍋
物向けの引き合いも強まる。輸入量が
減少傾向となっており、相場はもちあ
いから小幅高の展開が予想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が５２０～５５０円、
中物は４７０～５００円での相場展開か。

乳素牛・和牛上
げ基調、スモー
ル下げ止まるか

【乳素牛】１０月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、暫定値）
は、乳去勢が２３万７６２７円（前年同月比
１０３％）、F１去勢は３８万４５５４円（８２％）
となった。前月に比べそれぞれ９１４５円、
９６４５円上げた。
年末に向けての肥育牛出荷増から、
素牛の需要が高まる。両品種とも強も
ちあい展開が予想される。
【スモール】１０月の全国２４市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が８万
６０９３円（前年同月比９１％）、F１（雄雌含
む）は１３万６４３２円（５７％）となった。前

月に比べそれぞれ１１７２円、２万２７００円
下げた。両品種とも、４ヵ月連続で値
下がりした。取引頭数は、乳雄が減少
傾向の一方、F１は前年を上回って推移
している。
枝肉相場が強気の展開となってお

り、スモール価格は下げ止まるか。
【和子牛】１０月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、７０万
１７９６円（前年同月比９０％）となった。
前月に比べ１万５７１６円上げた。近畿や
九州で前月実績を上回り、全国平均を
押し上げた。
枝肉相場が上昇しているが、外食産
業など実需の回復は鈍い。子牛の購買
意欲は強まるとみられるが、慎重な導
入が続き、小幅な伸びにとどまるか。

農水省によると、１９年度の全国の
家族経営協定締結農家数（２０年３月
３１日現在）は、前年度比６１７戸（１．１％）
増の５万８７９９戸となり、過去最多を
更新した。１２年に５万戸を突破して
以降、年々増えている。なお、新規
の締結農家数は１５００戸だった。
日本の農業は、家族単位で農業を
営む家族経営が主体となっている。
家族だからこその良い点が多くある
が、経営と生活の境目が明確でなく、
各世帯員の役割や労働時間、労働報
酬などの就業条件が曖昧になりやす
い。
家族経営協定は、各世帯員が意欲
をもって経営に参画できる農業経営
を目指し、経営方針や役割分担、働
きやすい就業環境などについて、家
族間の十分な話し合いに基づき取り
決める。
１９年度中に新規に締結、または見
直しなどで再締結した協定の取り決

め内容を調査した結果、「農業経営の
方針決定」「労働時間・休日」「農業
面の役割分担」の順に多かった（表）。
協定締結農家数を都道府県別にみる
と、北海道５６７７戸、熊本３８９１戸、栃木
３８１２戸の順に多い。前年からの増加数
が多かったのは、大分９３戸（８．５％増）、
千葉６１戸（３．１％増）、栃木６１戸（１．６％
増）、熊本６０戸（１．６％増）の順となっ
ている。
同省は増加の要因として、農業経営
改善計画の夫婦共同申請時の締結及び
青年等就農計画などを挙げている。

１０月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 円／kg

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ６１２ ６１８ ２８３ ２９０ ２４１，７２８ ２３０，７４３ ８５４ ７９６
Ｆ１去 １，２４３ １，１６７ ３１６ ３１５ ３８５，７５２ ３７０，８５１ １，２２１ １，１７７
和去 １，２８６ １，３１８ ３１３ ３１４ ６７７，３７０ ６８２，８６７ ２，１６４ ２，１７５

東 北
乳去 ６ ３ ２３９ １８９ １３１，６３３ ９５，３３３ ５５１ ５０５
Ｆ１去 １３ ６ ３１３ １８３ ３８２，８８５ ２３６，６８３ １，２２１ １，２９３
和去 １，８９７ ２，０１２ ３０５ ３０４ ６７６，８５８ ６８０，７９８ ２，２１６ ２，２４２

関 東
乳去 ３０ ２２ ２９５ ２３７ ２６３，５９６ ２１３，２４９ ８９４ ９００
Ｆ１去 １１８ １１２ ３０８ ３０２ ３６１，４７１ ３８４，３８０ １，１７４ １，２７３
和去 １，０５７ ６９９ ２６４ ２６６ ６５３，６７４ ６６６，３６５ ２，４７６ ２，５０３

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 － － － － － － － －
和去 － １３６ － ２９０ － ７１３，３５８ － ２，４５８

東 海
乳去 １３ ８ ２９０ ２９７ ２５４，４３８ ２５３，０００ ８７７ ８５２
Ｆ１去 ７３ ５４ ２９５ ３０４ ３３２，６０６ ３６５，２４０ １，１２７ １，２０１
和去 ２５７ ４３５ ２６２ ２６０ ７３２，３８５ ７１５，１９７ ２，７９２ ２，７５４

近 畿
乳去 ３ － １４９ － １３２，０００ － ８８６ －
Ｆ１去 ３ － ２００ － ３４６，８６６ － １，７３４ －
和去 ３６４ ３６２ ２５４ ２６３ ７８６，９０８ ６９２，３１９ ３，１００ ２，６３５

中 四 国
乳去 ７３ ６９ ２６９ ２６６ ２１３，０８３ ２１４，８５０ ７９４ ８０７
Ｆ１去 １８３ ２００ ３１４ ３１３ ３７８，３３３ ３７０，３４２ １，２０３ １，１８３
和去 ８１２ ６８８ ２８４ ２９１ ６９０，１１９ ７０８，２５４ ２，４２８ ２，４３４

九州・沖縄
乳去 １２ ３２ ２６２ ２９９ １７４，０７５ ２３１，０３４ ６６６ ７７２
Ｆ１去 ３７９ ３２５ ３１３ ３０７ ４０１，１７７ ３９３，１８７ １，２８１ １，２８１
和去 ７，５７７ ８，９６６ ２９２ ２９１ ７１５，０２３ ６８５，４４６ ２，４４６ ２，３５２

全 国
乳去 ７４９ ７５２ ２８１ ２８７ ２３７，６２７ ２２８，４８２ ８４６ ７９６
Ｆ１去 ２，０１２ １，８６４ ３１４ ３１２ ３８４，５５４ ３７４，９０９ １，２２５ １，２０２
和去 １３，２５０ １４，６１６ ２９２ ２９２ ７０１，７９６ ６８６，０８０ ２，４０３ ２，３５０

注：（独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

家族経営協定の取り決め内容
（複数回答）

取り決め内容 ２０１９年

農業経営の方針決定 ９４．１％

労働時間・休日 ８５．６％

農業面の役割分担（作業分担、簿記記帳など） ８３．７％

労働報酬（日給・月給） ７１．７％

収益の配分（日給・月給以外の利益の分配） ６９．０％

経営移譲（継承を含む） ５６．０％

生活面での役割分担（家事・育児・介護） ４２．４％

家族経営協定締結が過去最多
１９年度、全国で５万９千戸

強
も
ち
あ
い
の
相
場
展
開
か

畜産物需給見通し畜産物需給見通し


